
中部電力株式会社 
事象：低サイクル疲労 

浜岡３号炉－低サイクル疲労－1 

 

タイトル 

 

環境疲労評価を実施している機器・部位について，その評価手法（（社）日本機

械学会の「環境疲労評価手法」に規定される「係数倍法」，「簡易評価法」又は「詳

細評価法」のいずれによるか）及び環境疲労評価による疲労累積係数と地震によ

る疲労累積係数との合計値の提示について 

 

 

説明 

 

 環境疲労評価を実施している機器・部位の評価手法，環境疲労評価による疲労

累積係数と地震による疲労累積係数及びその合計値については，添付資料１－

１に示します。 

 

 添付資料１－１ 低サイクル疲労割れ評価結果一覧 

                  

                             以 上 

 



 

低サイクル疲労割れ評価結果一覧 

※１：技術評価での疲労累積係数が最大となる評価点 

※２：地震動を加味した評価で疲労累積係数が最大となる評価点 

 

評価機器名 部位 評価手法 
環境疲労評価による 

疲労累積係数 

地震による 

疲労累積係数 

合計値 

（許容値 １以下） 

原子炉冷却材再循環ポンプ 
出口ノズルと配

管との溶接部 
0.0225 0.0000 0.0225 

原子炉圧力容器 
給水ノズル 0.2943 0.0479 0.3422 

下鏡 0.0884 0.0000 0.0884 

原子炉冷却材再循環系配管  0.5724 0.0033 0.5757 

給水系配管 
 

0.1712 0.0058 0.1770 

FDW 注入原子炉元弁 
 

0.1275 0.0011 0.1286 

PLR ポンプ出口弁 
 

0.0338 0.0000 0.0338 

FDW 第１隔離弁 
 

0.1502 0.0009 0.1511 

炉心シュラウド  0.0049 0.1055 0.1104 

シュラウドサポート 
 0.2646 ※１ 

0.0341 ※２ 

0.0001 ※１ 

0.3637 ※２ 

0.2647 ※１ 

0.3978 ※２ 
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中部電力株式会社 
事象：低サイクル疲労 

浜岡３号炉－低サイクル疲労－3 Rev.1 

 

 

 

タイトル 

 

原子炉容器の疲労評価に係る各評価対象部位の疲労累積係数(表 2.3-5)の算出

根拠（解析モデル，材料物性，最大評価点の選定，応力分類，Ke 係数，環境評

価パラメータを含む）について 

 

 

説明 

 

原子炉圧力容器の疲労評価に係る各評価対象部位の疲労累積係数の算出根拠

（解析モデル，材料物性，最大評価点の選定，応力分類，Ke 係数，環境パラメ

ータを含む）について添付資料３-１に示す。 

 

 

 

以 上
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原子炉圧力容器の疲労評価計算書 

 

１．原子炉圧力容器の疲労評価 

（１）はじめに 

原子炉圧力容器の疲労評価は，日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設

規格 2005 年版（2007 年追補版を含む）」（以下「設計・建設規格」という。）に基づ

き実施している。 

また，環境疲労評価は，「発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法（JSME S NF1-

2009）」（以下「環境疲労評価手法」という。）に基づき実施している。 
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（２）評価モデル及び応力評価点 

評価モデル及び応力評価点を図１～図３に示す。 

（単位：mm） 

 

 

図１ 主フランジ及びスタッドボルトの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

主フランジ（上蓋フランジ） 

主フランジ（胴体フランジ） 
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（単位：mm） 

 

図２ 下鏡及び支持スカートの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

[SFVV3] 

[SFVV3] 

下鏡 

下鏡 
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（単位：mm） 

 

注）管台の丸みの部分については，設計・建設規格 PVB-3140 疲労解析不要の条件に基づ

き，疲労解析を行うことを要しない。 

 

図３ 給水ノズルの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

[SFVV1] 

[SFVV3] 

[SFVV1] 
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（３）応力分類 

応力解析のフローチャートを図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

図４ 応力解析のフローチャート 
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（４）材料物性，許容応力及び荷重条件 

各評価部位における材料物性値を表１－１，表２－１及び表３－１に示す。 

各評価部位における許容応力強さを表１－２，表２－２及び表３－２に示す。 

各評価部位における荷重条件を表１－３，表２－３及び表３－３に示す。 

 

表 1-1 主フランジ及びスタッドボルトの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E０ 

(MPa) 
ｑ A０ B０ 

SFVV3 

SNB24-3 

注) Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1，又は表 添付 4-2-4 記載の設計疲労線図のデ

ジタル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E０：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 項(2)，又は添付 4-2 3.4 項(4)に示された縦弾性

係数 

ｑ，A０，B０：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用する

係数の値 

 

表１－２ 主フランジ及びスタッドボルトの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3・Sm 

低合金鋼(SFVV3)  

高張力ボルト(SNB24-3)  

 

表１－３ 外荷重条件（主フランジ及びスタッドボルト） 

荷重名称 値(kN) 

ボルト締付力(L11)  
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表２－１ 下鏡及び支持スカートの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E０ 

(MPa) 
ｑ A０ B０ 

SFVV3 

SQV2A 

注) Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1 記載の炭素鋼，低合金鋼及び高張力鋼の設計疲

労線図のデジタル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E0：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 項(2)に示された縦弾性係数 

ｑ，A0，B0：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用する係

数の値 

 

表２－２ 下鏡及び支持スカートの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3・Sm 

低合金鋼

（SFVV3,SQV2A） 
 

 

表２－３ 外荷重条件（下鏡及び支持スカート） 

荷重名称 

鉛直力 

(kN) 

水平力 

(kN) 

モーメント

(kN・m) 

V1 V2 Ｈ Ｍ 

死荷重 

C10,C11,C20～C22 

C03～C08,C13～C17 

C25 

C02,C26 

注） V1 荷重は下部鏡板に一様に分布する。 

   V2 荷重は全周に一様に分布する。 
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表３－１ 給水ノズルの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E0 

(MPa) 
ｑ A0 B0 

SFVV3 

SFVV1 

注） Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1 記載の炭素鋼，低合金鋼及び高張力鋼の設計疲

労線図のデジタル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E0：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 項(2)に示された縦弾性係数 

ｑ，A0，B0：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用する係

数の値 

 

表３－２ 給水ノズルの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3･Sm 

低合金鋼(SFVV3)  

炭素鋼(SFVV1)  

 

表３－３ 外荷重条件（給水ノズル） 

荷重名称 

配管反力 

(kN) 

モーメント 

(kN・m) 
荷重 

作用点

R(mm) H Fz M Mz 

ノズル 
死荷重(L04) 

4,090 
熱変形力（LO7） 

サーマル 

スリーブ 

死荷重(L04) 
3,286 

熱変形力（LO7） 

注） H,Fz,M 及び Mz：配管からの荷重である。 

   熱変形力：20℃で 0，260℃以上の範囲で表記の値となり，この間では炉水温度に比

例した値となる。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）熱過渡条件 

サーマルサイクルを図６に，過渡回数の算出根拠を表４に示す。 
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図６ サーマルサイクル 
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表４ 過渡回数算出根拠 

運転事象 
設計 
(*１) 

試運転時 
運転開始～ 

平成26年度末 
まで 

 平成26年度末
までの合計 

ボルト締付 20 

耐圧試験(最高使用圧力以下) 43 

起動(昇温) 39 

起動(タービン起動) 39 

夜間出力運転(出力75％) 0 

週末低出力運転(出力50％） 3 

制御棒パターン変更 121 

給水加熱機能喪失 1 

スクラム(タービントリップ) 4 

スクラム(原子炉給水ポンプ停止) 6 

スクラム(その他) 1 

停止 39 

ボルト取外 20 

逃がし安全弁誤作動 0 

（*１）工事計画認可申請書記載値 
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（６）各部の評価結果（最大評価点の選定） 

 

表５－１ 主フランジ及びスタッドボルトの評価結果   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価点 
疲労累積係数 

平成 26 年度末 許容値 

主フランジ 

1 

1 

0.0388 1 

1 

スタッドボルト 

1 

1 

0.2716 1 

1 

←最大値 

←最大値 
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表５－２ 下鏡及び支持スカートの評価結果 

評価点 

疲労累積係数 

平成 26 年度

末 
環境疲労 許容値 

下鏡 

0.0046 0.0884 1 

0.0046 0.0884 1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

支持スカート 

0.1728 ― 1 

0.1728 ― 1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

←最大値

←最大値

←最大値

←最大値
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表５－３ 給水ノズルの疲労評価結果 

評価点 
疲労累積係数 

平成 26 年度末 環境疲労 許容値 

給水ノズル 

1 

1 

1 

1 

0.0517 0.2943 1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

 

  

←最大値 
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（７）各部位の最大疲労評価点における疲労評価計算 

平成 26 年度末時点の疲労累積係数 

 ① 主フランジ(評価点  

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－１ 主フランジ最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

疲労累積係数 Un 0.0388
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② スタッドボルト部(評価点  

応力評価点-----  

材   料-----SNB24-3

応 力 差-----  

表６－２ スタッドボルト最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

 疲労累積係数 Un 0.2716 
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 ③ 下鏡(評価点  

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－３ 下鏡の最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

疲労累積係数 Un 0.0046
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 ④ 支持スカート(評価点  

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－４ 支持スカート最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

疲労累積係数 Un 0.1728
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 ⑤ 給水ノズル(評価点  

応力評価点-----  

材   料-----SFVV1 

応 力 差-----  

表６－５  給水ノズル最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

疲労累積係数 Un 0.0517
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（８）環境疲労評価 

環境を考慮した疲労評価は，接液環境にある部位に対して適用されるものであり，下鏡

及び給水ノズルが対象となる。なお，容器内面の内張り材により母材が直接接液しない場

合においても保守的に接液しているものとして評価を行った。 

疲労評価で得られた疲労累積係数に，環境効果を評価するためのパラメータである環境

効果補正係数を乗じた値を，環境効果を考慮した疲労累積係数と呼ぶ。 

 

Uen = Un × Fen 

ここで，Uen  ：環境効果を考慮した疲労累積係数 

    Un  ：環境効果を考慮しない疲労累積係数 

    Fen  ：環境効果補正係数 

 

環境効果補正係数 Fen の評価（算出式）は，環境疲労評価手法に基づき，下鏡は

，給水ノズルについては を実施

した。なお，環境効果補正係数の算出に用いる硫黄含有量は材料証明書に，溶存酸素濃度

は運転実績に基づき算出した。 

 

① 下鏡（最大値 ） 

環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3121（係数倍法）に基づき算出した。 

 

 〇環境効果補正係数算出式 

   Fen = exp(0.07066×S＊×T＊×O＊) (DO≦0.7ppm) 

       S＊ = ln(12.32)＋97.92×S 

T＊  = ln(0.398)＋0.0170×T  (T＞160℃) 

O＊  = ln(70.79)＋0.7853×ln(DO)  (0.02≦DO≦0.7ppm) 

 

  〇環境条件 

   硫黄含有量(S)  ：  

   環境温度(T)   ： （評価点の領域における最高温度） 

溶存酸素濃度(DO)：  

 

  〇環境効果補正係数 

   上記の条件により環境効果補正係数(Fen)を算出した。 

   環境効果補正係数(Fen)：19.2158 

 

  〇環境効果を考慮した疲労累積係数 

   Uen = Un:0.0046×Fen:19.2158= 0.0884 
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② 給水ノズル（最大値 ） 

 環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3213（詳細評価手法）に基づき算出

した。 

 

各過渡での Fen,det は，以下の式による。 

Fୣ୬,ୢୣ୲＝෍Fୣ୬,୩
Δε୩

ሺε୫ୟ୶ െ ε୫୧୬ሻ

୫

୩ୀ୪

 

 

応力サイクルの組合せでの Fen,det は，以下の式による。 

Fୣ୬,ୢୣ୲＝
Fୣ୬,ୢୣ୲,୅ ൈ ሺε୫ୟ୶,୅ െ ε୫୧୬,୅ሻ ൅ Fୣ୬,ୢୣ୲,୆ ൈ ሺε୫ୟ୶,୆ െ ε୫୧୬,୆ሻ

ሺε୫ୟ୶,୅ െ ε୫୧୬,୅ሻ ൅ ሺε୫ୟ୶,୆ െ ε୫୧୬,୆ሻ
 

 

環境効果を考慮した疲労累積係数は，以下の式により求める。 

Uୣ୬ ൌ෍U୧ ൈ Fen,det,i

୬

୧ୀ୪

 

 

環境疲労評価手法により環境効果を考慮した疲労累積係数を以下に示す。なお，溶存酸素

濃度は 硫黄含有量は とする。 
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補正係数計算手法：詳細評価手法 

評 価 点：  

応 力 差：  

表７ 給水ノズル環境効果を考慮した疲労･累積係数 

過渡Ａ 過渡Ｂ 
Fen,

det 
Na Nc 

疲労累積係数 

応力 

ｻｲｸﾙ 
Δε Fen,det,A 

応力 

ｻｲｸﾙ 
Δε Fen,det,B Un Uen 

 合計 0.0517 0.2943
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（９）疲労評価結果のまとめ 

表８ 給水ノズル環境効果を考慮した疲労累積係数 

評価対象部位

運転実績回数に基づく疲労解析 
（許容値：１以下） 

設計・建設規格の 
疲労曲線による解析 

環境疲労評価手法 
による解析 

現時点 
(平成26年度末時点） 

現時点 
(平成26年度末時点） 

主フランジ 0.0388 

スタッドボルト 0.2716 

給水ノズル 0.0517 0.2943 

下鏡 0.0046 0.0884 

支持スカート 0.1728 

以上 



中部電力株式会社 
事象：低サイクル疲労 

浜岡３号炉－低サイクル疲労－4 

 

タイトル 

 

原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価に係る各評価対象部位の疲労累積係数の

算出根拠について 

 

 

説明 

 

原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価に係る各評価対象部位の疲労累積係数

の算出根拠（解析モデル，材料物性，最大評価点の選定，応力分類，Ke 係数，

環境評価パラメータを含む）について添付資料４－１に示す。 

 

添付資料４－１ 原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価計算書 

 

以 上
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原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価計算書 

 

１．はじめに 

原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価は，日本機械学会「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格 2005 年版（2007 年追補版を含む） JSME S NC1-2007」（以下「設

計・建設規格」という。）に基づき実施した。 

また，環境疲労評価は，日本機械学会「発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法 

JSME S NF1-2009」（以下「環境疲労評価手法」という。）に基づき実施した。 

 

２．疲労評価 

（１）算出根拠 

ａ．解析モデル及び最大評価点の選定 

評価モデル及び最大評価点を図１に示す。最大評価点は炭素鋼配管部及びステン

レス鋼配管部にて，それぞれ疲労評価結果が最も厳しいものを記載している。 

 

ｂ．材料物性（最大評価点の数値を示す） 

線膨張係数： mm/mm℃（炭素鋼（STS410）  

線膨張係数： mm/mm℃（ステンレス鋼（SUSF316）  

 

ｃ．応力分類 

応力評価方法は，設計・建設規格の解説 第５章 管(クラス１配管) 解説図 

PPB-3511-1 配管要素の解析手順による。 

 

ｄ．熱過渡条件 

サーマルサイクルを図２．１，図２．２に，過渡回数の算出根拠を表１に示す。 

 

表１ 過渡回数算出根拠 

運転事象 
設計 
(注１) 

試運転時
運転開始～ 

平成26年度末 
まで 

 平成26年度末
までの合計 

耐圧試験 43 

起動 39 

給水加熱機能喪失 １ 

スクラム（タービントリップ） ４ 

スクラム（原子炉給水ポンプ停止） ６ 

スクラム（その他） １ 

停止 39 

逃がし安全弁誤作動 ０ 

  （注１）工事計画認可申請書記載値  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



添付資料４-１(2/10) 

 

 

評価モデル：ＰＬＲ－００１ 

 

 

評価モデル：ＰＬＲ－００２ 

 

図１ 評価モデル及び最大評価点 
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図２．１ 原子炉冷却材再循環系配管 サーマルサイクル（１／２） 
（工事計画認可申請書より） 
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図２．２ 原子炉冷却材再循環系配管 サーマルサイクル（２／２） 

（工事計画認可申請書より） 
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（２）評価結果 

評価結果を表２，表３に示す。 

表２ 最大評価点の評価結果（炭素鋼配管部） 

No. 事象毎の組合せ 

一次＋二次

応力 

ピーク 

応力 
Ke 係数 

繰返しピーク応力

(ヤング率補正後)
繰返回数 疲労累積 

係数 
Sn (MPa) Sp (MPa) Ke (-) Sℓ’ (MPa) ni (実回数) Ni (許容回数)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

合計 0.0283 
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表３ 最大評価点の評価結果（ステンレス鋼配管部） 

No. 事象毎の組合せ 

一次＋二次

応力 

ピーク 

応力 
Ke 係数 

繰返しピーク応力

(ヤング率補正後)
繰返回数 疲労累積 

係数 
Sn (MPa) Sp (MPa) Ke (-) Sℓ’ (MPa) ni (実回数) Ni (許容回数)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

合計 0.0028 
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２．環境疲労評価 

環境を考慮した疲労評価は，原子炉冷却材に接液している配管に適用される。疲

労評価で得られた疲労累積係数に，環境効果を評価するためのパラメータである環

境効果補正係数を乗じた値を，環境効果を考慮した疲労累積係数と呼び，以下の式

で表される。 

 

Uen = Un × Fen 

ここで，Uen  ：環境効果を考慮した疲労累積係数 

    Un  ：環境効果を考慮しない疲労累積係数 

    Fen  ：環境効果補正係数 

 

（１）最大評価点の評価結果（炭素鋼配管部） 

環境疲労評価手法 EF-3222（簡易評価手法による評価）の 式(EF-20)において M項

が支配的となる応力サイクルに対して，環境効果補正係数を以下により算出した。

なお，式(EF-20)においてΔＴ項が支配的となる応力サイクルについては，ひずみ振

幅≦0.042%となったため，EF-2200（環境効果考慮不要の条件）に従い環境効果は考

慮不要とした。 

 

ａ．各過渡における環境効果補正係数 

各過渡における環境効果補正係数を環境疲労評価手法 EF-2310 に基づき下式にて

算出した。 

 

ln(Fen)=0.00822(0.772-ε･＊)×S＊×T＊×O* 

 

ここで 

ε･＊ =ln(0.0004) (ε･＜0.0004%/s，Do≦0.7ppm) 

S＊ =ln(12.32)+97.92×S 

T＊ =ln(0.398)+0.0170×T （T＞160℃） 

T＊ =ln(6) (50℃≦T≦160℃) 

T＊ =0.0358×T (T＜50℃) 

O＊ =ln(70.79)+0.7853×ln(DO) （0.02≦DO≦0.7ppm） 

ε･：ひずみ速度(%/s) ：

S：硫黄含有率（%）  ：

DO：溶存酸素濃度（ppm）：

T：環境温度（℃）   ：サーマルサイクル図より，評価対象としている

過渡条件のうち最も高い温度 
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ｂ．応力サイクルの組合せでの環境効果補正係数 

環境疲労評価手法 EF-3222（簡易評価手法による評価）に基づき，応力サイクルの

組合せでの環境効果補正係数 Fen,simp,iを以下のとおり算出した（注２）。 

 

Fୣ୬,ୱ୧୫୮,୧＝
Fୣ୬,ୱ୧୫୮,୅ ൈ ሺε୫ୟ୶,୅ െ ε୫୧୬,୅ሻ ൅ Fୣ୬,ୱ୧୫୮,୆ ൈ ሺε୫ୟ୶,୆ െ ε୫୧୬,୆ሻ

ሺε୫ୟ୶,୅ െ ε୫୧୬,୅ሻ ൅ ሺε୫ୟ୶,୆ െ ε୫୧୬,୆ሻ
 

 

（注２）EF-3222 により M 項が大きい場合は起動時のひずみ上昇過程を線形と仮

定したひずみ速度を適用できることから，ひずみ速度とひずみ範囲は以

下のとおりとした。 

・ひずみ速度ε･は とした。 

・ひずみ範囲(εmax-εmin)として，起動事象 におけるひず

み範囲とした。 

 

ｃ．環境効果を考慮した疲労累積係数 

環境効果を考慮した疲労累積係数 Uenは，以下の式により求める。 

Uୣ୬ ൌ෍U୧ ൈ Fen,simp,i

୬

୧ୀ୪

 

 

環境疲労評価結果について表４に示す。 
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表４ 環境疲労評価結果（炭素鋼配管部） 

No. 

疲労累積 

係数 

Un 

過渡Ａ 過渡Ｂ 簡易評価手法による

環境効果補正係数

Fen,simp,i 

環境を考慮した

疲労累積係数 

Uen 
ΔεA Fen,simp,A ΔεB Fen,simp,B 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

合計 0.5724 

(注３)ひずみ振幅≦0.042%のため，EF-2200 より環境効果は考慮不要とした。 
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（２）最大評価点の評価結果（ステンレス鋼配管部） 

環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3221（係数倍法による評価）

に基づき算出した。 

〇環境効果補正係数算出式 

   Fen = =exp(11.119×T＊) 

T＊  = 0.000969×T 

〇環境条件 

環境温度(T)  

〇環境効果補正係数 

上記の条件により環境効果補正係数(Fen)を算出した。 

環境効果補正係数(Fen)：22.5059 

〇環境効果を考慮した疲労累積係数 

   Uen = Un:0.0028×Fen:22.5059= 0.0631 

３．疲労評価結果まとめ 

表５ 原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価結果 

配 管 系 

運転実績回数に基づく疲れ解析

（許容値：１以下）

設計・建設規格の疲労曲線による解析 環境疲労解析手法による解析 

現時点 
（平成26年度末時点） 

現時点 
（平成26年度末時点） 

原子炉冷却材再循環系 
（炭素鋼配管部） 

0.0283 0.5724

原子炉冷却材再循環系 
（ステンレス鋼配管部）

0.0028 0.0631

以 上
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浜岡３号炉－低サイクル疲労－5 

 

タイトル 

 

FDW 注入原子炉元弁及び FDW 第１隔離弁の疲労評価に係る各評価対象部位の疲

労累積係数の算出根拠（解析モデル，材料物性，最大評価点の選定，応力分類，

Ke 係数，環境評価パラメータを含む）について 

 

 

説明 

 

 FDW 注入原子炉元弁（F053A,B）及び FDW 第 1 隔離弁（F052A,B）の疲労評価に

係る各評価対象部位の疲労累積係数の算出根拠（解析モデル，材料物性，最大評

価点の選定，応力分類，Ke 係数，環境評価パラメータを含む）について添付資

料に示す。 

 

添付資料５－１：弁の疲労累積係数算出根拠 

 

以 上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



評価対象部位 

 

弁の疲労累積係数算出根拠 

１．弁箱の疲労評価 

（１） 評価手順 

弁箱の疲労評価は，日本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 

2005 年版（2007 年版を含む)（JSME S NC1-2005/2007）」に基づき実施した。 

また，環境疲労評価については，「発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法

2009 年版（JSME S NF1-2009）」に基づいて実施しており，係数倍法及び簡易評価法

を採用した。 

 

（２）算出根拠 

a. 解析モデル及び最大評価点の選定 

弁の疲労評価において解析モデルに該当するものはなく，最大評価点の選定

はない。図１に評価対象部位を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 評価対象部位 

 

 

 

FDW 注入原子炉元弁 

（F053A,B） 

FDW 第１隔離弁 

（F052A,B） 

添付資料５－１（１／８）



b. 材料特性 

弁箱の疲労評価において考慮する材料物性等を以下に示す。 

弁名称 弁箱材料

縦弾性係数 熱膨張係数 設計応力強さ 

E（MPa） 
α(×10-

6mm/mm℃) 
Sm(MPa) 温度(℃)

FDW 注入原子炉元弁

（F053A,B） 
SCPL1 

FDW 第 1 隔離弁

（F052A,B） 
SCPL1 

 

c. 応力分類 

弁箱の疲労評価において考慮する応力を以下に示す。 

状態 考慮する応力 

供用状態Ａ,Ｂ 配管反力，圧力，熱による応力 

                                            

d. 熱過渡条件 

上記，c.項の熱による応力について，サーマルサイクル図を図２に，過渡回

数の算出根拠を表１に示す。 

 

添付資料５－１（２／８）
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図２ サーマルサイクル図（工事計画認可申請書より） 
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表１ 過渡回数算出根拠 

 

運転条件 設計※１ Ａ)運開前
Ｂ)運開～平成
26 年度末まで 

Ｃ)平成 26 年
度末まで合計
Ｃ=Ａ+Ｂ 

耐圧試験（最高使用圧力以下） 43 
起動（昇温） 39 
起動（タービン起動） 39 
週末低出力運転（出力 50%） ３ 
制御棒パターン変更 121 
給水加熱器機能喪失 １ 
スクラム（タービントリップ） ４ 
スクラム(原子炉給水ポンプ停止) ６ 
スクラム(その他) １ 
停止 39 

※１：工認記載値を示す 
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（２） 評価結果 

a. FDW 注入原子炉元弁（F053A,B） 

 

Ｓn 

(MPa) 

３･Ｓm 

(MPa) 

                 

ΔTf(℃) Sp(MPa) Sl(MPa) Ni(回) Nri(回) Ni/Nri 備考 
起動/停止 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価：疲労累積係数 It=Σ(Ni/Nri)＝        0.01375≦1.0 

 

 

     

  

Sn＜３・SmであることからKe=1とした。 
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b. FDW 第 1 隔離弁（F052A,B） 

 

Ｓn 

(MPa) 

３･Ｓm 

(MPa) 

 

ΔTf(℃) Sp(MPa) Sl(MPa) Ni(回) Nri(回) Ni/Nri 備考 
起動/停止 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価：疲労累積係数 It=Σ(Ni/Nri)＝        0.01620≦1.0 

 

  

Sn＜３・Sm であることから Ke=1 とした。 

添付資料５－１（６／８）
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２．環境疲労評価 

（１） 評価手順 

a. 評価内容 

疲労評価で得られた疲労累積係数（Un）に，環境効果を評価するためのパラメー

タである環境効果補正係数（Fen）を乗じた値を，環境効果を考慮した場合の疲労累

積係数（Uen）として算出した。 

   Uen ＝ Un × Fen 

なお，弁箱の起動時及び停止時における疲労評価を 日本機械学会「発電用原子

力設備規格 設計・建設規格 2005 年版（2007 年版を含む)（JSME S NC1-

2005/2007）」VVB-3360 に従い実施している。 

 

（２） 算出根拠 

a. 環境効果補正係数算出式 

炭素鋼・低合金鋼およびこれらの溶接部の環境効果補正係数式を以下に示す 

 

Fen=exp(0.07066×S*×T*×0*) (DO≦0.7ppm) 

S*=1n(12.32)+97.92×S 

T*=1n(0.398)+0.0170×T 

O*=1n(70.79)+0.7853×1n(DO) 

 

S：硫黄含有量（％） 

T：熱サイクル中の最高温度（℃） 

DO：溶存酸素濃度（ppm） 

 

 (T＞160℃) 

 (0.02≦DO≦0.7ppm) 

 

 

b. 環境パラメータ 

環境パラメータと算出した環境補正係数(Fen)を以下に示す。 

弁名称 
硫黄含有量

（％）※ 

最高温度

（℃） 

溶存酸素濃度 

（ppm） 

環境補正係数

(－) 

FDW 注入原子炉元弁 

(F053A,B) 
9.27 

FDW 第 1 隔離弁 

(F052A,B) 
9.27 

※:F053A,B 及び F052A,B のうち硫黄含有量が高い方の値を示す。 
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３．熱疲労および環境評価結果のまとめ 

 

浜岡３号機 FDW注入原子炉元弁及びFDW第 1隔離弁の疲労評価結果 

評価対象 

運転実績回数に基づく疲労累積係数 
（許容値：１以下） 

設計・建設規格の 
疲労曲線による解析 
（平成26年度末） 

（Un） 

環境疲労評価手法 
による解析 

（平成26年度末） 
（Uen） 

FDW注入原子炉元弁 

(F053A,B) 
0.0138 0.1275 

FDW第 1隔離弁 

(F052A,B) 
0.0162 0.1502 

以 上 

 

添付資料５－１（８／８）



中部電力株式会社

事象：IASCC

浜岡３号炉－IASCC－2 Rev.1 

タイトル 現時点までの運転時間（EFPY)及び中性子照射量評価の内容（評価モデル，計算

方法の詳細を含む）及び評価の結果，中性子照射量が最大となる位置について

説明 １．運転時間（EFPY） 

現時点（平成 26 年度末）の運転時間（EFPY）は，18.43 EFPY である。 

２．中性子照射量評価の内容

中性子照射量評価の内容（計算の方法含む）については，以下の手順で算出し

ている。

基準計算として R-Z 体系モデル（垂直断面モデル）により炉内各一の中性子

束を算出する。次に，補正計算として R-θ体系モデル（水平断面モデル）によ

り燃料配置による周方向中性子束分布を算出し,基準計算にて得られた中性子束

に乗じることで，中性子照射量を算出する。

なお，使用した計算機コード，評価モデル，入力パラメータは以下のとおりで

ある。

（１） 計算機コード

二次元輸送計算コード：  

（２） 評価モデル

基準計算に用いる R-Z 体系モデル（垂直断面モデル）を図１に，補正計算に

用いる R-θ体系モデル（水平断面モデル）を図２に示す。 

（３）入力パラメータ

入力パラメータは以下のとおりである。

・炉心条件（燃焼種類等）

・構成材料の物性値（密度，組成等）

・構造物の形状，寸法

・出力分布

・中性子核分裂スペクトル

c2251174
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中部電力株式会社

事象：IASCC

図１ R-Z 体系モデル（垂直断面モデル） 

c2251174
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中部電力株式会社

事象：IASCC

図２  R-θ体系モデル（水平断面モデル） 

３．中性子照射量の評価結果

炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，制御棒案内管，周辺燃料支持金

具の中性子照射量が最大となる位置の評価結果を表１に示す。なお，θ方向に

ついては，保守的に最大となる位置で評価している。

表１ 中性子照射量が最大となる位置での評価結果（運転時間 18.43 EFPY）

評価対象機器
中性子照射量が

最大となる位置

中性子照射率

（n/cm2/sec） 
累積照射量

（n/m2） 

炉心シュラウド
中間胴の周溶接線（H4）の

上部 約 1000mm の位置 

上部格子板
グリッドプレート下端

炉中心位置

炉心支持板
支持板上端

制御棒案内管
中央位置の制御棒案内管

上面の中心位置

周辺燃料支持

金具

支持金具上端
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中部電力株式会社

事象：IASCC

また，照射誘起型応力腐食割れに対する評価位置は，中性子照射量が最大とな

る位置及び評価対象機器の構造（残留応力が高いと想定される溶接線の有無）を

踏まえて表２のとおり選定している。

表２ 中性子照射量の評価結果（運転時間 18.43 EFPY） 

評価対象機器 評価位置
中性子照射率

（n/cm2/sec） 
累積照射量

（n/m2） 

炉心シュラウド
中間胴の周溶接線（H4） 
シュラウド内壁

上部格子板
グリッドプレート下端

炉中心位置

炉心支持板
支持板下端

炉中心位置

制御棒案内管
中央位置の制御棒案内管

上面の中心位置

周辺燃料支持

金具

炉中心に最も近接する

周辺燃料支持金具と

炉心支持板の溶接線

以 上
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中部電力株式会社 
事象：2相ステンレス鋼の熱時効 

浜岡３号炉－2 相ステンレス鋼の熱時効－2 

 

タイトル 

 

ステンレス鋼鋳鋼製機器の熱時効劣化評価対象部品の使用温度、フェライト量

及び作用応力について 

 

 

説明 

 

ステンレス鋼鋳鋼製機器の熱時効劣化評価対象部品の使用温度，フェライト

量及び作用応力について，添付資料２－１に示す。なお，各部位の使用温度につ

いては機器設計仕様書あるいは配管計装図に記載の値を転記し，フェライト量

については，材料証明書の値を転記あるいは ASTM A800 に基づき算出した値を

記載した。 

 

 添付資料２－１：熱時効劣化評価対象部品の使用温度，フェライト量及び作用

応力 

以 上

 

 

 



 

 

代表機器 評価機器名 部位 

き裂が想定さ

れる経年劣化

事象 

評価 最高使用温度 通常使用温度 
フェライト量 

（％） 

○ 原子炉冷却材浄化ポンプ 

羽根車 無し ▲ 302 ℃ 

ケーシング 無し ▲ 302 ℃ 

○ 原子炉冷却材再循環ポンプ 

羽根車 無し ▲ 302 ℃ 

ライナーリング 無し ▲ 302 ℃ 

水中軸受 無し ▲ 302 ℃ 

ケーシング 疲労割れ ○ 302 ℃ 

○ PLR ポンプ出口弁 

弁箱 疲労割れ ○ 302 ℃ 

弁ふた 無し ▲ 302 ℃ 

弁体 無し ▲ 302 ℃ 

表－１ 熱時効の経年劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果
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代表機器 評価機器名 部位 

き裂が想定さ

れる経年劣化

事象 

評価 最高使用温度 通常使用温度 
フェライト量 

（％） 

― PLR ポンプ入口弁 

弁箱 疲労割れ ○ 302 ℃ 

弁ふた 無し ▲ 302 ℃ 

弁体 無し ▲ 302 ℃ 

○ 燃料支持金具 中央燃料支持金具 無し ▲ 302 ℃ 

○ 
炉心スプレイ配管・スパージ

ャ 
ノズル 無し ▲ 302 ℃ 

○ ジェットポンプ 

ライザ 無し ▲ 302 ℃ 

インレットミキサ 無し ▲ 302 ℃ 

ディフューザ 無し ▲ 302 ℃ 

ブラケット 無し ▲ 302 ℃ 

○ 
ボロンカーバイド粉末型制御

棒 
落下速度リミッタ 無し ▲ 302 ℃ 

○ 非常用ディーゼル発電機 過給機ノズル 無し ▲ 520 ℃ 

― 
高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機 
過給機ノズル 無し ▲ 450 ℃ 
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評価機器名 部位 

通常運転時（MPa） 地震時（Ss800gal）（MPa） 
一次＋二次応力合計

（①+②）（MPa） 
疲労累積係数 

一次応力 
一次＋二次応力

（①） 
一次応力 

一次＋二次応力 

（②） 

原子炉冷却材再循環

ポンプ 
ケーシング 

PLR ポンプ(A)入口

0.0225 

PLR ポンプ(A)出口

PLR ポンプ(B)入口

PLR ポンプ(B)出口

PLR ポンプ入口弁 弁箱 

B31-F001A 入口 

0.0338 

B31-F001A 出口 

B31-F001B 入口 

B31-F001B 出口 

PLR ポンプ出口弁 弁箱 

B31-F002A 入口 

0.0300 

B31-F002A 出口 

B31-F002B 入口 

B31-F002B 出口 

表－２ 原子炉冷却材再循環ポンプケーシング及びポンプ出入口弁との取合い配管部発生応力及び疲労累積係数
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表－３ 弁箱に発生する応力 

 

 

 

対象弁 

作用応力（MPa） 

内圧による弁箱の

一次応力 

配管反力による弁箱の

二次応力 
弁箱の局部一次応力 弁箱の一次＋二次応力

PLR ポンプ入口弁 B31-F001A/B 

PLR ポンプ出口弁 B31-F002A/B 

添
付
資
料
２
－
１
（
４

／
４
）

 

熱
時
効
劣
化
評
価
対
象
部
品
の
使
用
温
度
，
フ
ェ
ラ
イ
ト
量
及
び
作
用
応
力

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



中部電力株式会社 
事象：配管の腐食(流れ加速型腐食(FAC)) 

浜岡３号炉－その他の経年劣化事象－3 

 

 

タイトル 

 

社内規程における管理と日本機械学会の規格の内容と，炭素鋼配管（給水系等）

の点検実績について 

 

 

説明 

 

社内規程である「減肉管理手引」は，日本機械学会 発電用原子力設備規格

「沸騰水型原子力発電所配管減肉管理に関する技術規格（2006 年版）」（JSME S 

NH1-2006）（以下「減肉技術規格」という。）等に基づき定めている。減肉技術

規格と「減肉管理手引」における管理内容の比較を添付資料３－１に示す。 

 また，給水系，原子炉冷却材再循環系，制御棒駆動系，余熱除去系，低圧炉

心スプレイ系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉冷却材浄化系の炭素鋼配管の現

時点までの残存寿命が最も短い点検実績は添付資料３－２のとおり。 

 

添付資料３－１ 減肉技術規格と減肉管理手引（社内規程）との比較 

添付資料３－２ 炭素鋼配管（給水系等）の点検実績 

 

以 上

 

 



添付資料３－１（１／３） 

 

減肉技術規格と減肉管理手引（社内規程）との比較 

 

全般 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
対象とする

配管系 
C-1220 
・対象とする配管系：図 C-1220 に示す

配管 
 

・C-1220 の対象とする配管系に加え，

以下の炭素鋼配管について自主的に

追加管理 
 
 原子炉冷却材再循環系 
 余熱除去系 
 低圧炉心スプレイ系 
 高圧炉心スプレイ系 
 原子炉冷却材浄化系 
 燃料プール冷却浄化系 等 
 

 

流れ加速型腐食（FAC） 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
試験対象系

統及び部位 
CA-2100 
(1)試験対象範囲： 
図 CA-1000及び表 CA-1000-1に示す

配管等（CA-1000 に従い，FAC に耐性

を有する材料を採用している場合は除

外して良い） 
 
(2)管理ランク： 

FAC-1，FAC-2，FAC-S に分類 
 
(3)試験対象部位： 

CA-2100 に規定される偏流発生部位 
 

(1) CA-2100 の試験対象に加え，以下の

炭素鋼配管を自主的に追加管理 
 
 原子炉冷却材再循環系 
 余熱除去系 
 低圧炉心スプレイ系 
 高圧炉心スプレイ系 
 原子炉冷却材浄化系 
 燃料プール冷却浄化系 等 
 
(2) CA-2100 と同様 
 
(3) CA-2100 に従い試験対象部位を計

画書にて明確化 
 

試験実施 
時期 

CA-2200 
(1)初回の実施時期： 
  運転開始から 10 年を経過するまで

に初回の試験を完了。ただし，運転プ

ラントにあっては，規格適用時から５

年を経過するまでに試験を完了。 
 
(2)２回目以降の実施時期： 
・FAC-1 
 10 年以内の周期 
・FAC-1 以外 
 余寿命の５年前までの適切な時期 

 
(1)初回の実施時期： 
・FAC-1 

CA-2200 と同様 
・FAC-1 以外 
５年以内 

 
(2)２回目以降の実施時期： 
・FAC-1 
余寿命の５年前までの適切な時期 

・FAC-1 以外 
CA-2200 と同様 

 
試験方法 CA-3100 

超音波パルス反射法による厚さ測定

方法（JIS Z 2355） 

CA-3100 と同様 
 
 

試験員の 
要件 

CA-3200 
認定機関による，レベル１の技量を有

する者，または，同等以上のレベルを有

する者 

CA-3200 と同様 



 
項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 

試験の実施 CA-3300～CA-3310 
【通常測定】 
図 CA-3310-1~12 に例示する個々の

測定点に対して肉厚測定を実施。測定ピ

ッチ，下流側直管部測定長さについて

は，表 CA-3310 のとおりであり，同表

よりも細かいピッチで広範囲に測定す

ることは妨げない。 
 

 
【通常測定】 
表 CA-3310，図 CA-3310-1~12 に応

じた測定点に対して測定を実施。 
 

CA-3320 
【詳細測定】 
判定基準厚さを下回る場合には，判定

基準厚さを下回った測定点の周辺に対

して測定間隔 20mm 程度の格子点を設

けて測定を実施し，最小の厚さを特定。

 

 
【詳細測定】 

測定間隔

評価 CA-5000～CA-5300 
【減肉率の算出】 
・初回試験時：公称肉厚法 
・２回目試験時：Point to Point 法 
・３回目以降試験時：最小自乗法 
【余寿命の算出】 
余寿命（年）＝ 

（最小測定厚さ－必要最小厚さ）／ 
最大減肉率／8760hr 

【判定基準】 
算出された余寿命が次回の定期事業

者検査までの期間以上であること。 

CA-5000～CA-5300 と同様 
 
なお，FAC-2，FAC-S に対しては，必

要最小厚さによる余寿命の算出に加え

て，耐震性を考慮した厚さによる余寿命

を算出し，双方のうち短い余寿命を当該

部の余寿命とする。 

措置 CA-6000～CA-6100 
余寿命が次回の定期事業者検査まで

の期間を下回る場合には，取替えまたは

補修を行う。 

CA-6000～CA-6100 と同様 

 

  

（２／３） 
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液滴衝撃エロージョン（LDI） 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
試験対象系

統及び部位 
CB-2100 
(1)試験対象系統： 
図 CB-1000-1 及び表 CB-1000-1 に示

す配管等 
 
(2)管理ランク 
 LDI-1，LDI-2 
 
(3)試験対象部位： 
・LDI-1： 

絞り部以降の主要な偏流発生部位 
・LDI-2： 

絞り要素近傍，中間領域，復水器接続

部位から適切に選定  

CB-2100 と同様 

試験実施時

期 
CB-2200 
 
(1)初回の実施時期： 
  運転開始から 10 年を経過するまで

に初回の試験を完了。ただし，運転プ

ラントにあっては，規格適用時から５

年を経過するまでに試験を完了。 
(2)２回目以降の実施時期： 
  余寿命の５年前までの適切な時期 

 
 
(1)初回の実施時期： 

５年以内 
(2)２回目以降の実施時期： 

CB-2200 と同様 
 

試験方法 CB-3100 
 CA-3100 に準じる 

CB-3100 と同様 

試験員の要

件 
CB-3200 
 CA-3200 に準じる 
 

CB-3200 と同様 

試験の実施 CB-3300～CB-3320 
 CA-3300～CA-3320 に準じる 

ただし，差込み式管継ぎ手の内，液滴

が直接衝突すると予想される部分に

追加の測定点を設定。 

CB-3300～CB-3320 と同様 

評価 CB-5000～CB-5300 
 CA-5000～CA-5300 に準じる 

CB-5000～CB-5300 と同様 
 
なお，必要最小厚さによる余寿命の算出

に加えて，耐震性を考慮した厚さによる

余寿命を算出し，双方のうち短い余寿命

を当該部の余寿命とする。 
 

措置 CB-6000～CB-6100 
 CA-6000～CA-6100 に準じる 

CB-6000～CB-6100 と同様 

 

  

（３／３） 



 
添付資料３－２ 

 

炭素鋼配管（給水系等）の点検実績 

 

給水系，原子炉冷却材再循環系，制御棒駆動系，余熱除去系，低圧炉心スプレイ系，高

圧炉心スプレイ系及び原子炉冷却材浄化系の炭素鋼配管にて，現時点での残存寿命が最も

短い試験対象部位の点検実績は下表のとおりである。 

 

系統名 
公称 
厚さ 
(mm) 

必要 
最小 
厚さ 
(mm) 

測定 
最少 
厚さ 
(mm) 

必要最小 
厚さまでの 
残存余寿命 

(年) 
給水系 
原子炉冷却材再循環系 
制御棒駆動系 
余熱除去系 

低圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉冷却材浄化系 

（*１）括弧内の数値は，耐震性を考慮した厚さによる残存寿命。 

 

以 上 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－3 Rev.1 

 

タイトル 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象でない事象として，「現在までの運転経

験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運転を断続的に

行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，冷温停止状態

が維持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又は

進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象」の区分（耐震安全性評価の

対象とし，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として扱うもの）を適用しな

い理由について 

説明 

 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象でない事象のうち，「現在までの運転

経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運転を断続的

に行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，冷温停止状

態が維持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又

は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象」は，△事象として整理し

ています。 

△事象のうち，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無

視」できるものについては，■事象として整理を行い，それ以外は◎事象として

耐震安全性評価を実施しています。 

以上の理由から，「現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験デー

タとの比較等により，運転を断続的に行うことを前提とした場合には経年劣化

の進展が考えられるが，冷温停止状態が維持されることを前提とした場合には

経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象」の区分（耐震安全性評価の対象とし，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象として扱うもの）は適用していません。 

なお，△→◎事象として耐震安全性評価を行った事象で，運転を断続的に行う

ことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，冷温停止状態が維

持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又は進展

傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象としては，炉内構造物の中性子

照射による靭性の低下がありますが，これについては，冷温停止期間中は劣化が

進展しないとして評価を行っています。 

 

以 上



中部電力株式会社 
事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－４ Rev.1 

タイトル 
耐震安全性評価において，「△→－」の区分（日常劣化管理事象であるが，・・・

発生の可能性がないもの，または小さいもの）を設定しない理由について 

説明 

 

浜岡３号炉の高経年化技術評価において，現在までの運転経験や使用条件か

ら得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えら

れない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象は，保全活動の

有無に係らず▲事象に分類しています。 

そのため，△事象には，現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験

データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向

が極めて小さいと考えられる経年劣化事象が含まれません。 

以上から，耐震安全性評価において「△→－」の区分を設定していません。 

 

経年劣化事象の分類（○事象，△事象，▲事象）の考え方は，添付資料４－１

のとおりです。 

 

添付資料４－１ 技術評価における経年劣化事象の分類方法 

以 上 

 



添付資料４－１ 
 

技術評価における経年劣化事象の分類方法 

技術評価における経年劣化事象の分類は以下のフローにより行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 経年劣化分類フロー 

想定される経年劣化事象 

主要６事象※１に 
該当するか

※２に該当するか 

○事象 

▲事象 

※３に該当するか △事象 

○事象 

※１ 原子力規制委員会の「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」に示された「低サイクル疲労」，「中

性子照射脆化」，「照射誘起型応力腐食割れ」，「２相ステンレス鋼の熱時効」，「電気・計装品の絶縁低下」及び「コン

クリートの強度低下及び遮蔽能力低下」 

※２ 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられ

ない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象 

※３ 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であって，想定した劣化傾向等に基づき適切

な保全活動を行っているもの 

Yes 

No 

Yes 

No 

Yes 

No 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

浜岡３号炉－耐震－14 Rev.1 

 

タイトル 

 

原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴の腐食（全面腐食）に対する評価の具体的内

容（評価仕様，解析モデル，入力（荷重）条件，評価結果を含む）について 

 

 

説明 

 

 JEAG4601-1987 に基づき，原子炉冷却材浄化再生熱交換器について，胴の腐

食（全面腐食）時に地震を受けた場合の健全性の評価を実施した内容について以

下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 原子炉冷却材浄化再生熱交換器は，横置円筒型容器であり，胴を２個の脚で

支持２個の脚のうち１個は胴の長手方向にスライドできる構造となってい

る。添付資料 14－１に構造図を示す。 

 

（２）計算モデル 

 本評価の計算モデルを以下に示す。 

 

(a) 荷重状態      (b) 脚の位置での曲げモーメント 

 

 
(c) 長手方向荷重により胴が受ける    (d) 横方向荷重により

局部モーメント             胴が受ける局部モ 
ーメント 
 

図 14－１ 原子炉冷却材浄化再生熱交換器の計算モデル 

 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

(３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － B － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL 0.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 

 

※ 共振のおそれのない機器であるため，設計震度は B クラス地震力

（1.8Ci）より求めたものである。 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

内圧力（最高使用圧力） ௥ܲ 102.0 kg/cm2

胴の内径（腐食前） ܦ௜′ 800 mm 

胴の板厚（腐食前） ݐ′ mm 

脚つけ根部における胴の有効板厚（腐

食前） 
 ௘′ mmݐ

内面腐食量 0.8 ܥ※ mm 

胴の内径（腐食後） ܦ௜ 801.6 mm 

胴の板厚（腐食後） ݐ mm 

脚つけ根部における胴の有効板厚（腐

食後） 
 ௘ mmݐ

熱交換器胴の運転重量 ଴ܹ  kg 

脚の重量 ௦ܹ kg 

各質点の静荷重（i=1） ଵܹ kg 

各質点の静荷重（i=2） ଶܹ kg 

各質点の静荷重（i=3） ଷܹ kg 

各質点の静荷重（i=4） ସܹ kg 

各質点の静荷重（i=5） ହܹ kg 

各質点の静荷重（i=6） ଺ܹ kg 

脚中心間距離 ℓ଴ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=4） ℓସ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=5） ℓହ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ଺ mm 

脚の胴体つけ根部のアタッチメントの

幅の２分の１（胴の横方向） 
 ଵ mmܥ

脚の胴体つけ根部のアタッチメントの

幅の２分の１（胴の長手方向） 
 ଶ mmܥ

脚の架台への取付部から胴つけ根部ま

での高さ 
݄ଵ mm 

脚の架台への取付部から胴の中心まで

の高さ 
݄ଶ mm 

※ 内面腐食量 0.8mm は，防食技術便覧の知見を参考に 60 年間の腐

食量として設定した値であり，評価期間が 40 年までである本評価

においても保守的な値として同値を使用した。 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

２．応力評価 

（１）胴の応力 

① 脚の受ける重量 

脚にかかる重量はモーメントの釣合より求める。図 14－１において第１

脚まわりのモーメントの釣合より次式が成り立つ。 

෍ ௜ܹ ∙
ℓ௜
ℓ଴
ൗ െ ܴଶℓ଴

଺

௜ୀଵ

 

したがって，脚の受ける重量は次式のとおり表される。 

ܴଶ ൌ෍ ௜ܹ ∙
ℓ௜
ℓ଴
ൗ

଺

௜ୀଵ

 

ܴଵ ൌ෍ ௜ܹ െ ܴଶ

଺

௜ୀଵ

 

 

② 曲げモーメント 

図 14－１(a)に示すように胴は集中荷重を受ける単純はりとして考える。

図 14－１(b)において脚つけ根部における曲げモーメントܯଵ，ܯଶは次式

で表される。 

ଵܯ ൌ෍ ௜ܹ ∙ |ℓ௜|

ଶ

௜ୀଵ

 

ଶܯ ൌ ଺ܹሺℓ଺ െ ℓ଴ሻ  

 

③ 内圧による応力 

内圧によって生じる応力ߪ∅ଵ，ߪ௑ଵは次式より求まる。 

ଵ∅ߪ ൌ
௉ೝሺ஽೔ାଵ.ଶ௧ሻ

ଶ଴଴௧
  

௑ଵߪ ൌ
௉ೝሺ஽೔ାଵ.ଶ௧ሻ

ସ଴଴௧
  

 

④ 運転時重量により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

運転時重量により脚の取付部に生じる胴の長手方向曲げモーメントは②

で求めたܯଵ，ܯଶである。このモーメントにより胴の第１脚つけ根部に生じ

る応力は次のように求まる。 

参考文献（１）によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に

作用するものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置

換され，胴の局部変形を生じさせようとする。 

今，長手方向の曲げモーメントによる胴の応力影響範囲を脚上
ఏబ

଺
の点とす



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

ると長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図14－２に2ߠで示

される円殻である。したがって，応力ߪ௑ଶは次式で表される。 

 

௑ଶߪ ൌ
ெభ

௓
  

ここで， 

ܼ ൌ ௠ݎ
ଶݐ௘ ቆ

ఏାୱ୧୬ఏ ୡ୭ୱఏିଶୱ୧୬
మ ఏ

ఏ
ൗ

ୱ୧୬ఏ
ఏൗ ିୡ୭ୱఏ

ቇ  

௠ݎ ൌ
஽భା௧೐

ଶ
  

 

図 14－２ 脚つけ根部の有効範囲 

 

⑤ 運転時重量による脚つけ根部の応力 

胴の脚つけ根部には脚反力による局部応力が生じる。胴の第１脚つけ根

部に作用する反力	ܲは次式で表される。 

 

ܲ ൌ ܴଵ 

この反力ܲにより生じる胴の局部応力は参考文献（１）によると次のよう

にして求めることができる。 

ߛ ൌ
௥೘

௧೐
  

ଵߚ ൌ
஼భ

௥೘
  

ଶߚ ൌ
஼మ

௥೘
  

ଵߚ
ଶߚ
ൗ ≧ 1のとき 

ߚ ൌ ቄ1 െ
ଵ

ଷ
ቀ
ଵߚ

ଶߚ
ൗ െ 1ቁ ሺ1 െ ଵܭ

∗ሻቅඥߚଵߚଶ  

であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって参

考文献（１）の表より値（以下＊を付記する）を求めることにより応力ߪ∅ଷ，

 。௑ଷは次式で表されるߪ
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ଷ∅ߪ ൌ ൤
ே∅
௉
௥೘ൗ
൨
∗

ቀ
௉

௥೘௧೐
ቁ  

௑ଷߪ ൌ ൤
ே೉
௉
௥೘ൗ
൨
∗

ቀ
௉

௥೘௧೐
ቁ  

 
図 14－３ 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

⑥ 長手方向地震による脚つけ根部の応力 

長手方向地震時，第２脚は長手方向に自由にスライドできるので第１脚

は図 14－１(c)のように変形し，脚つけ根部に生じる曲げモーメントܯℓ及び

鉛直荷重（偶力） ℓܲは次式により与えられる。 

 

ℓܯ ൌ
ଵ

ଶ
ுሺܥ ଴ܹ െ ௌܹሻ݄ଵ  

ℓܲ ൌ ுሺܥ ଴ܹ െ ௌܹሻ
௛మି

భ

మ
௛భ

ℓబ
  

 

曲げモーメントܯℓと鉛直荷重 ℓܲにより生じる胴の局部応力は⑤と同様な

方法で参考文献（１）より求められる。 

ここで，シェルパラメータは⑤と同様であるが，アタッチメントパラメー

タβは次式で表される。 

ߚ ൌ ටߚଵߚଶ
ଶయ

  

 

曲げモーメントにより生じる応力ߪ∅ସଵ，ߪ௑ସଵ 

ସଵ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

ெℓ
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗

ቀ
ெℓ

௥೘
మ௧೐ఉ

ቁ ℓܥ
∗  

௑ସଵߪ ൌ ቈ
ே೉

ெℓ
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗

ቀ
ெℓ

௥೘
మ௧೐ఉ

ቁ ℓܥ
∗  
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鉛直荷重による応力ߪ∅ସଶ，ߪ௑ସଶ 

ସଶ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

௉ℓ
௥೘ൗ
቉

∗

ቀ
௉ℓ

௥೘௧೐
ቁ  

௑ସଶߪ ൌ ቈ
ே೉

௉ℓ
௥೘ൗ
቉

∗

ቀ
௉ℓ

௥೘௧೐
ቁ  

 

また，水平方向荷重により胴には次式で表される引張応力ߪ௑ସଷが生じる。

௑ସଷߪ ൌ
஼ಹሺௐబିௐೄሻ

గሺ஽೔ା௧ሻ௧
  

 

したがって，曲げモーメントܯℓ，鉛直荷重 ℓܲ及び長手方向荷重により生

じる胴の応力ߪ∅ସ，ߪ௑ସは次式で表される。 

ସ∅ߪ ൌ ସଵ∅ߪ ൅  ସଶ∅ߪ

௑ସߪ ൌ ௑ସଵߪ ൅ ௑ସଶߪ ൅  ௑ସଷߪ

 

また，長手方向地震が作用した場合，第１脚つけ根部に生じるせん断応力

߬ℓは次式で表される。 

߬ℓ ൌ
஼ಹሺௐబିௐೄሻ

ସ஼మ௧
  

 

⑦ 横方向地震による脚つけ根部の応力 

横方向の地震が作用した場合，図 14－１(d)において脚のつけ根部に生じ

る曲げモーメントܯ஼は次式のとおりである。 

஼ܯ ൌ   ଴ݎுܴଵܥ

଴ݎ ൌ
஽೔

ଶ
൅   ௘ݐ

 

この曲げモーメントܯ஼により生じる胴の局部応力は，⑤・⑥と同様な方

法で参考文献（１）より求められる。シェルパラメータγは⑤と同じである

が，アタッチメントパラメータβは次式にて表される。 

ߚ ൌ ටߚଵ
ଶߚଶ

య

  

したがって，応力ߪ∅ହ，ߪ௑ହは 

ହ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

ெ಴
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗

ቀ
ெ಴

௥೘
మఉ௧೐

ቁ ஼ܥ
∗  

௑ହߪ ൌ ቈ
ே೉

ெ಴
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗

ቀ
ெ಴

௥೘
మఉ௧೐

ቁ ஼ܥ
∗  

で表すことができる。 
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また，横方向地震が作用した場合，脚つけ根部に生じるせん断応力߬஼は次

式で表される。 

߬஼ ൌ
஼ಹோభ

ସ஼భ௧
  

 

⑧ 組合せ応力 

③～⑦によって算出される胴の脚つけ根部に生じる応力は以下のように

組み合わせる。 

ａ．一次一般膜応力 

・長手方向地震が作用した場合 

଴ℓߪ ൌ ,	∅଴ℓߪሾݔܽܯ  ሿ	଴ℓ௑ߪ

ここで 

∅଴ℓߪ ൌ  ଵ∅ߪ

଴ℓ௑ߪ ൌ ௑ଵߪ ൅ ௑ଶߪ ൅  ௑ସଷߪ

 

・横方向地震が作用した場合 

଴஼ߪ ൌ ,	∅଴஼ߪሾݔܽܯ  ሿ	଴஼௑ߪ

ここで 

∅଴஼ߪ ൌ  ଵ∅ߪ

଴஼௑ߪ ൌ ௑ଵߪ ൅  ௑ଶߪ

 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値ߪ଴は 

଴ߪ ൌ ,	଴ℓߪሾݔܽܯ  ሿ	଴஼ߪ

で表される。 

 

ｂ．一次応力 

・長手方向地震が作用した場合 

ଵℓߪ ൌ
ଵ

ଶ
൛ሺߪଵℓ∅ ൅ ଵℓ௑ሻߪ ൅ ඥሺߪଵℓ∅ െ ଵℓ௑ሻߪ

ଶ ൅ 4߬ℓ
ଶൟ  

ここで 

∅ଵℓߪ ൌ ଵ∅ߪ ൅ ଷ∅ߪ ൅  ସ∅ߪ

ଵℓ௑ߪ ൌ ௑ଵߪ ൅ ௑ଶߪ ൅ ௑ଷߪ ൅  ௑ସߪ

 

・横方向地震が作用した場合 

ଵ஼ߪ ൌ
ଵ

ଶ
൛ሺߪଵ஼∅ ൅ ଵ஼௑ሻߪ ൅ ඥሺߪଵ஼∅ െ ଵ஼௑ሻߪ

ଶ ൅ 4߬஼
ଶൟ  

ここで 

∅ଵ஼ߪ ൌ ଵ∅ߪ ൅ ଷ∅ߪ ൅  ହ∅ߪ

ଵ஼௑ߪ ൌ ௑ଵߪ ൅ ௑ଶߪ ൅ ௑ଷߪ ൅  ௑ହߪ



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値ߪଵは 

ଵߪ ൌ ,	ଵℓߪሾݔܽܯ  ሿ	ଵ஼ߪ

で表される。 

 

⑨ 計算過程における各値 

上記⑤～⑦の算出過程におけるアタッチメントパラメータ等の各値は以

下のとおり。 

項 項目 記号 値 備考 

⑤ 

ｼｪﾙﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߛ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚଵ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚଶ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀの補正係数 ଵܭ
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 
൤
ே∅
௉
௥೘ൗ
൨
∗

  
 

軸方向一次応力補正係数 
൤
ே೉
௉
௥೘ൗ
൨
∗

  
 

⑥ 

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

応力の補正係数 ܥℓ
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

ெℓ
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗  

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே೉

ெℓ
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗  

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

௉ℓ
௥೘ൗ
቉

∗

  
 

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே೉

௉ℓ
௥೘ൗ
቉

∗

  
 

⑦ 

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

応力の補正係数 ܥ஼
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

ெ಴
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗  

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே೉

ெ಴
ሺ௥೘

మఉሻൗ
቉

∗  
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⑩ 計算結果 

上記①～⑧により求めた算出応力は以下のとおり。 

ａ．一次一般膜応力 

  （単位：MPa）  

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向

応力 
軸方向

応力 
周方向

応力 
軸方向

応力 

内圧による応力 

運転時質量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
運転時質量による脚反力に

よる応力 

地震による応力 
引張 

せん断

組合せ応力 ߪ଴ℓ ൌ ଴஼ߪ 114 ൌ 114 

 

ｂ．一次応力 

  （単位：MPa）  

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向

応力 
軸方向

応力 
周方向

応力 
軸方向

応力 

内圧による応力 

運転時質量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
運転時質量による脚反力に

よる応力 

地震による応力 
引張 

せん断

組合せ応力 ߪଵℓ ൌ ଵ஼ߪ 129 ൌ 129 

 

ｃ．胴部に生じる応力の最大値 

上記ａ．ｂ．より，胴部に発生する応力の最大値は下表のとおりです。 

 

応力の種類 発生応力 単位 

一次一般膜応力 ߪ଴ ൌ 114 MPa 

一次応力 ߪଵ ൌ 129 MPa 
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（２）許容応力 

① 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 入力値 単位 

胴材料 SPV36
(SPV355) 

－ 

最高使用温度 ℃ 

胴材料の引張試験による

降伏点の値 
kg/mm2 

胴材料の引張試験による

引張強さの値 
kg/mm2 

 

② 許容応力の算出 

胴材料の設計降伏点，設計引張強さは，設計・建設規格データの表に定め

のない材料の規定に従い，胴材料の引張試験結果を温度補正し，設計・建設

規格に定める係数を乗じ求める。 

 

 

 

ܵ௬ ൌ ≒ 23.2	ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ  

 

 

ܵ௨ ൌ ≒ 44.3	ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ  

 

ａ．一次一般膜応力の許容応力 

ܵ௔ ൌ Min൫ܵ௬, 0.6ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ23.2	, 0.6 ൈ 44.3ሻ 

				ൌ Minሺ23.2	, 26.58ሻ 													ൌ 23.2ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ 

             → 227 [MPa] 

 

ｂ．一次応力の許容応力 

ܵ௔ ൌ ܵ௬ 									ൌ 23.2ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ 

      → 227 [MPa] 
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事象：耐震

３．結論

 上記の結果から，原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴部に発生する応力が許

容応力を満足することを確認した。

応力の種類 発生応力 許容応力 単位

一次一般膜応力 ଴ߪ ൌ 114 ܵ௔ ൌ 227 MPa 

一次応力 ଵߪ ൌ 129 ܵ௔ ൌ 227 MPa 

添付資料 14－１ 原子炉冷却材浄化再生熱交換器 構造図 

参考文献

（１）L. P. Zick,“Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels 

on Two Saddle Supports” , Welding Research Supplement, (1951-9) 
（２）K.R.Wichman, A.G.Hopper and J.L.Mershon, “Local Stresses in 

Spherical and Cylindrical Shells due to External Loadings”,Welding 

Research Council Bulletin No.107 (1965 / Rev.1979) 

以上



 

添付資料 14－１ 

原子炉冷却材浄化再生熱交換器構造図 
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事象：耐震

浜岡３号炉－耐震－15 

タイトル 耐震重要度がＳクラスの熱交換器の腐食に対する評価結果（許容応力状態ⅢＡ

Ｓ）について 

説明 熱交換器の耐震安全性評価は，Ss 地震時の発生応力を算出し，許容応力状態

ⅢAS 及び許容応力状態ⅣAS の許容応力を満足することを確認している。以下

に，耐震重要度がＳクラスの熱交換器の腐食に対する評価結果について示す。

１．胴の腐食に対する評価結果（余熱除去熱交換器）

１．１ 応力評価

胴の腐食に対する耐震安全性評価では，腐食量 0.8mm（全面腐食）を想定し

評価を実施した。腐食量 0.8mm は，防食技術便覧の知見を参考に 60 年間の腐

食量として設定した値であり，評価期間が 40 年までである本評価においても保

守的な値として同値を使用した。

解析モデルは JEAG4601-1987 に記載される熱交換器の計算手法に基づき，

地震時の発生応力を算出し評価した。

１．２ 許容応力

（１）算出条件

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。

項目 記号 入力値 単位

胴材質 － SGV480 －

評価温度 － ℃

胴材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

胴材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

（２）許容応力の算出

胴材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正によ

り

ܵ௬ ൌ 213.16

ܵ௨ ൌ 421.00
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事象：耐震

①ⅢAS の許容応力

・一次一般膜応力の許容応力

Minൣܵ௬, 0.6ܵ௨൧ ൌ Minሾ213.16	, 0.6 ൈ 421.00ሿ 

ൌ Minሾ213.16	, 252.60ሿ ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

・一次応力の許容応力

1.5 ൈ一次一般膜応力の許容応力 ൌ 1.5 ൈ 213.16 

ൌ 319.74 ⇒ 319MPa 

・一次＋二次応力の許容応力

2ܵ௬ ൌ 2 ൈ 213.16 ൌ 426.32  

片振幅のため１／２とする。
ସଶ଺.ଷଶ

ଶ
ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

②ⅣAS の許容応力

・一次一般膜応力の許容応力

0.6ܵ௨ ൌ 0.6 ൈ 421.00 ൌ 252.60 ⇒ 252MPa 

・一次応力の許容応力

1.5 ൈ一次一般膜応力の許容応力 ൌ 1.5 ൈ 252.60 

ൌ 378.90 ⇒ 378MPa 

・一次＋二次応力の許容応力

2ܵ௬ ൌ 2 ൈ 213.16 ൌ 426.32  

片振幅のため１／２とする。
ସଶ଺.ଷଶ

ଶ
ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

１．３ まとめ

評価の結果は表１５－１に示すとおりであり，地震時の胴の発生応力は許容

応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。

表１５－１ 胴の腐食に対する評価結果

評価対象

地震時の発生応力
許容応力

(MPa) 応力種別
発生応力

(MPa) 

余熱除去熱交換器

一次一般膜応力 71 
ⅢAS 213 

ⅣAS 252 

一次応力 82 
ⅢAS 319 

ⅣAS 378 

一次＋二次応力 35 
ⅢAS 213 

ⅣAS 213 



中部電力株式会社

事象：耐震

２．伝熱管の腐食に対する評価

（原子炉機器冷却水熱交換器，高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交換器）

２．１ 応力評価

伝熱管の腐食に対する耐震安全性評価では，腐食により伝熱管が管理値（50%

肉厚）まで一様減肉することを想定した。

解析モデルは伝熱管の管板－管支持板の部分に片側固定・他端支持はりモデ

ル，管支持板－管支持板の部分に両端支持はりモデルを使用し，地震時の発生応

力を算出し評価した。

なお，伝熱管の減肉に対しては，減肉率で管理しており管理値（50%肉厚）ま

で減肉した場合には施栓を行っている。

２．２ 許容応力

当該伝熱管の材料である銅合金（C6871TS-O）については，JSME S NC1-

2005 付録材料図表 Part 5 表 8 及び表 9 に Sy および Su の記載がないため，

保守的な許容値応力として，下記のとおり当該材料の許容引張応力 S を 1.5 倍

した値を許容応力として採用している。

JEAG4601-1987 によるⅢAS の許容応力は，1.5×「Syと 0.6 Suの小さい方」

により決まる。

一方，銅合金のＳ値の定義※によるとＳ値は 0.9 Sy 及び 0.25 Su 等の最小値

により決まるため，常に「1.5 S ＜ ⅢAS の許容応力」の関係が成り立つため，

許容応力を 1.5 S とした。また，ⅣAS の許容応力は保守的にⅢAS の許容応力

を用いた。

※ 出典：告示 501 号 別表第 7 解説

項目 記号 入力値 単位

伝熱管材質 － C6871TS-O －

評価温度 － ℃

伝熱管材の許容引張

応力
S MPa 

S ൌ 81.14 

1.5ܵ ൌ 1.5 ൈ 81.14 ൌ 121.71⇒ 121MPa 
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事象：耐震 

 

 

２．３ まとめ 

評価の結果は表１５－２に示すとおりであり，地震時の伝熱管の発生応力は

許容応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

 

表１５－２ 伝熱管の腐食に対する評価結果 

評価対象 

地震時の発生応力(MPa) 
許容応力 

(MPa) 
管板 

－管支持板 
管支持板 
－管支持板 

原子炉機器 
冷却水熱交換器 

18 18 
ⅢAS 

121 
ⅣAS 

高圧炉心スプレイ機器 
冷却水熱交換器 

17 15 
ⅢAS 

121 
ⅣAS 

 

以 上
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事象：耐震 

浜岡３号炉－耐震－17 

 

タイトル 

 

主蒸気配管貫通部ベローズの疲労評価の具体的内容（評価仕様，解析モデル，入

力（荷重）条件，評価結果を含む）を提示すること。 

 

 

説明 

 

 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 2005 年版（2007 年版を含む）（JSME 

S NC1-2005/2007）に基づき，主蒸気配管貫通部ベローズが地震を受けた場合の

疲労に係る健全性の評価を実施した内容について以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 主蒸気配管貫通部ベローズ（Ｘ－10Ａ～Ｄ）の構造を図 17－１に示す。

 

 

 

 

       （A 部詳細）           （Ｂ部詳細） 

 

図 17－１ 主蒸気配管貫通部ベローズの構造 

 

 

 

 

 

 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

（２）評価条件 

 疲労評価に用いた条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ベローズの材質 ― SUS316L ― 

ベローズの波のピッチの 2分の 1 b mm 

ベローズの層数 c ― 

ベローズの有効径 D mm 

評価温度 ― ℃ 

評価温度における縦弾性係数 E MPa 

ベローズの波の高さ h mm 

ベローズの長さ L mm 

中間パイプの長さ ℓ mm 

ベローズの波数の２倍の値 n ― 

最高使用圧力 P kPa 

ベローズの厚さ t mm 

 

２．疲労評価 

（１）地震時のベローズ変位量 

 主蒸気配管貫通部ベローズの変位量は主蒸気系配管の配管解析モデルを

適用し，基準地震動 Ss（800gal）時の主蒸気配管貫通部ベローズの各変位

量を算出する。配管解析モデルより求めた主蒸気配管貫通部ベローズの変

位について表 17－１に示します。 

 

表 17－１ 主蒸気配管貫通部ベローズの変位 Ss 地震（800gal）時 

（単位：mm） 

対象 
変位 

Ｘ（δDX） Ｙ（δDY） Ｚ（δDZ） 全変位δ 

X-10A

X-10B

X-10C

X-10D

 

地震時の全伸縮量（全変位）は下記のとおり求める。 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

（２）主蒸気配管貫通部ベローズの応力 

 設計・建設規格 PVE-3800 伸縮継手に基づき，地震時の伸縮継手の変位

から次式により伸縮継手の応力を算出する。 

ａ．全伸縮量による応力 

஽ߪ ൌ
ߜݐܧ1.5

݊√ܾ݄ଷ
 

ｂ．最高使用圧力による応力 

௉ߪ ൌ
݄ܲ

ܿݐ
 

ｃ．合計応力 

σ ൌ ஽ߪ ൅  ௉ߪ

 

（３）許容繰返し回数 

 設計・建設規格 PVE-3800 伸縮継手に基づき，地震時の伸縮継手の応力

から次式により許容繰返し回数を算出する。 

N ൌ ൬
11031

ߪ
൰
ଷ.ହ

 

 

（４）疲れ累積係数 

UF ൌ
評価用繰返し回数

許容繰返し回数
 

 

３．評価結果 

 主蒸気配管貫通部ベローズの Ss 地震（800gal）による疲労評価結果を表 17

－２に示す。また，運転サイクルによる疲労評価結果を加算した結果を表 17

－３に示す。疲労累積係数の合計は，許容値である 1.0 以下であり，主蒸気配

管貫通部ベローズの疲労が耐震安全性に問題のないことを確認した。 

 

表 17－２ Ss 地震(800gal)による疲労評価結果 

対象 
発生応力 

(MPa) 

許容繰返し

回数 

評価用繰返し

回数 
 ＵＦ 

X-10A 0.0009 

X-10B 0.0007 

X-10C 0.0007 

X-10D 0.0009 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

 

表 17－３ 運転時と地震時の疲労組合せによる疲労評価結果 

対象 

疲労累積係数 

通常運転時

ＵＦ 

Ss 地震時 

ＵＦ 
合計 

X-10A 0.0028 

X-10B 0.0024 

X-10C 0.0024 

X-10D 0.0028 

 

以 上
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
浜岡３号炉－耐震－19 

 

 

タイトル 

 

炉心シュラウド及びシュラウドサポート並びに，記述されていないが炉心シュラ

ウド支持ロッドの疲労割れに対する評価の具体的内容（評価仕様，解析モデル，

入力（荷重）条件，評価結果を含む）について 

 

 

説明 

 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートは，技術評価における運転実績に基づ

いた現時点（平成 26 年度末）の過渡回数を用いた疲労累積係数評価に，基準地

震動 Ss による疲労解析から求められる疲労累積係数を加味した疲労評価を行

い，疲労割れに対する健全性を確認しております。炉心シュラウドの疲労割れに

対する評価の具体的内容を添付資料 19－１に，シュラウドサポートの疲労割れ

に対する評価の具体的内容を添付資料 19－２に示します。 

なお，炉心シュラウド支持ロッドの疲労については，技術評価において，「日本

機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年／2007 年追補版）」

の「CSS-3130 疲労解析不要の条件」に従い，疲労解析を要しないことから，高

経年化対策上の経年劣化事象として抽出しておりません。（浜岡３号炉－その他の

経年劣化事象－５ 回答書参照） 

このため，地震時と供用状態を加味した疲労評価の対象とはならず，耐震安全

性上考慮する必要のある経年劣化事象ではないものと評価しています。 

 

添付資料 19－１ 炉心シュラウドの疲労割れに対する評価の具体的内容 

添付資料 19－２ シュラウドサポートの疲労割れに対する評価の具体的内容 

 

以 上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料 19－１ 

 

 

炉心シュラウドの疲労割れに対する評価の具体的内容 

 

１．評価仕様 

（１）解析モデル及び応力評価点 

解析モデル（形状・寸法・材料）及び応力評価点は，浜岡原子力発電所第 3 号機工事

計画届出書（本浜岡発第 856 号 平成 17 年１月 20 日届出）参考資料「Ⅳ-2-1-2 炉心

シュラウドの応力計算書」と同様であり，炉心シュラウドの形状・寸法・材料・評価点

を図 19－１に示す。 

なお，解析モデルはシュラウドサポート溶接部に発生したひび割れのサンプル採取

加工を全周に行ったものとして評価を行った。解析モデルの詳細を図 19－２に示す。 

 

図 19－１ 炉心シュラウドの形状・材料・寸法・応力評価点 
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添付資料 19－１ 
 

 

 

 

 

 

図 19－２ 炉心シュラウドの解析モデル 
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添付資料 19－１ 
 

 

（２）物性値の条件 

評価に用いる物性値は に対する値を用いる。 

 

（３）入力条件 

① 地震時等価繰り返し回数 ௖ܰ ： 60 回 

② 地震荷重 ：基準地震動 Ss（800gal）地震荷重 

 評価に用いる基準地震動 Ss（800gal）地震荷重の値を表 19－１に示す。 

 

表 19－１ 荷重条件 

荷重名称 荷重作用点 
鉛直力 水平力 モーメント 

V(kN) H(kN) M(kN・m) 

基準地震動 Ss 

A 

B 

C 

D 

E 

F 

G 

H 

J 

K 
注  ：V，H 及び M は A～K の各荷重作用点に作用する。 
 

*基準地震動 Ss の上部格子板，炉心支持板の荷重はそれぞれ荷重評価点 C，E に含まれて
いる。 
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添付資料 19－１ 
 

（４）応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は下記のとおりとする。 

 

  σt：周方向応力 

  σℓ：軸方向応力 

  σr：半径方向応力 

  τℓr：せん断応力 

 

 

（５）応力集中係数 

応力集中係数を表 19－２に示す。応力集中係数は，疲労評価を行うときに形状の不

連続の方向性を考慮して，応力集中が生じるピーク応力成分にこれを乗じる。 

 

表 19－２ 応力集中係数 

応力評価点 応力集中係数 備考 

 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



添付資料 19－１ 

２．応力計算

応力の計算には，計算機コード「STAX」及び「ASHSD2」を用いた。応力計算のモデル

及び仮定した境界条件（拘束条件）は図 19－２のとおりである。 

 計算された各荷重による応力を，応力の分類ごとに重ね合わせ組合せ応力を求める。組合

せ応力が一般にσt ，σℓ ，σr ，τtℓ ，τℓr ，τrt の６成分をもつ場合には，主応力（σ

1，σ2，σ3）は次式を満足するσの３根として計算する。

ଷߪ െ ሺߪ௧ ൅ ℓߪ ൅ ௥ሻߪ ∙ ߪ
ଶ ൅ ሺߪ௧ ∙ ℓߪ ൅ ℓߪ ∙ ௥ߪ ൅ ௥ߪ ∙ ௧ߪ െ ߬௧ℓ

ଶ െ ߬ℓ௥
ଶ െ ߬௥௧

ଶሻ ∙  ߪ

െߪ௧ ∙ ℓߪ ∙ ௥ߪ ൅ ௧ߪ ∙ ߬ℓ௥
ଶ ൅ ℓߪ ∙ ߬௥௧

ଶ ൅ ௥ߪ ∙ ߬௧ℓ
ଶ
െ 2 ∙ ߬௧ℓ ∙ ߬ℓ௥ ∙ ߬௥௧ ൌ 0 

応力差ߪଵଶ，ߪଶଷ，ߪଷଵを次式により求め，その絶対値で最大のものを応力強さとする。 

ଵଶߪ ൌ ଵߪ െ  ଶߪ

ଶଷߪ ൌ ଶߪ െ  ଷߪ

ଷଵߪ ൌ ଷߪ െ  ଵߪ

以上より求められた各応力評価点での Ss 地震荷重（800gal）による一次＋二次応力強さ 

(Sn)および一次＋二次＋ピーク応力強さ(Sp) の結果を表 19－３に示す。 

表 19－３ Ss 地震荷重による応力強さの評価のまとめ 

応力評価点
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa) 
3Sm 

(MPa) 

P01

P02

P03

P04

P05

P06

P07

P08

P09

P10

P11

P12

P13

P14
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３．疲労評価方法 

（１）繰返しピーク応力強さ（ܵℓ） 

 疲労解析に用いる繰返しピーク応力強さを，一次＋二次＋ピーク応力強さ（ܵ௣）から，

次式により求める。 

ܵℓ ൌ
ܵ௣
2

 

ただし，一次＋二次応力の応力強さ（ܵ௡）が3ܵ௠を超える応力評価点については，

設計・建設規格 CSS-3320 に従い，繰返しピーク応力強さの割増しを行う。 

 

（２）縦弾性係数の補正 

 （１）項で求めたܵℓに対し，設計疲労線図に使用されている縦弾性係数（ܧ଴）と解析

に用いる縦弾性係数（ܧ）との比を考慮し，設計・建設規格 添付 4-2 3.2(1)のとおり，

次式の補正を行う。 

ܵℓ
ᇱ ൌ ܵℓ ൈ

଴ܧ
ܧ

 

 

଴ܧ ൌ 1.95 ൈ 10ହ MPa（設計・建設規格 添付 4-2 に示された縦弾性係数） 

	ܧ ൌ MPa（ に対する縦弾性係数） 

 

（３）疲労累積係数の算出 

 疲労累積係数の算出にあたって，ܵℓ
ᇱに対応する許容繰返し回数（ ௔ܰ）を用いて，Ss

地震による繰返し回数 ௖ܰ（60 回）として，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320

に従い，Ss 地震による疲労累積係数（ ௌܷ௦）を下式により算出し，許容値である 1.0 以

下であることを確認する。 

ௌܷ௦ ൌ
60

௔ܰ
 

なお，繰返しピーク応力強さが 194MPa 以下のものについては，設計疲労線図とし

て，設計・建設規格 表 添付 4-2-2 設計疲労線図（図 添付 4-4-4-(1)の曲線 C）を用い

る。 

 

４．評価結果 

 炉心シュラウドの疲労評価結果を表 19－４，環境疲労を考慮した疲労累積係数に基準

地震動 Ss（800gal）による疲労累積係数を加算した結果を表 19－５に示す。 

全ての応力評価点における疲労累積係数は許容値 1.0 以下であり，耐震安全性に問題が

ないことを確認した。 
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表 19－４ 炉心シュラウドの疲労評価結果（地震動 Ss） 

応力 

評価点 
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa)
3Sm*1 
(MPa) 

K*2 Ke*3
Sℓ 

(MPa)
Sℓ'*4 

(MPa)
Na Nc 

USs 
(Nc/Na)

P01 60 
P02 60 
P03 60 
P04 60 
P05 60 
P06 60 
P07 60 
P08 60 
P09 60 
P10 60 
P11 60 
P12 60 
P13 60 0.1055
P14  60 

 

注  ：疲労累積係数は，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320 に従い算出する。 

注記*1： に対する値 

*2：K = Sp/Sn 

*3：一次＋二次応力強さ（Sn）が，3Sm を超える場合は，繰り返しピーク応力

強さの割増を行う（設計・建設規格 CSS-3320）。 

*4： Sℓ' =  Sℓ × 
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表 19－５ 炉心シュラウドの疲労評価結果（環境疲労＋地震動 Ss） 

分類 疲労累積係数

評価点 Uen USs Uen+USs 許容値

P01 １

P01’ １

P02 １

P02’ １

P03 １

P03’ １

P04 １

P04’ １

P05 １

P05’ １

P06 １

P06’ １

P07 １

P07’ １

P08 １

P08’ １

P09 １

P09’ １

P10 １

P10’ １

P11 １

P11’ １

P12 １

P12’ １

P13 0.0049 0.1055 0.1104 １

P13’ 0.0049 0.1055 0.1104 １

P14 １

P14’ １
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５．評価温度に対する検討

 本評価においては，冷温停止の温度ではなく運転温度を用いている。評価において温度

に依存するパラメータとして，設計応力強さ（Sm）と縦弾性係数（E）があるため，その

影響について検討する。

設計応力強さ（Sm）は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表１に示された値であり，

温度の増加に伴い減少する。設計応力強さ（Sm）は，許容値 3Sm として用いるため，運

転温度にて評価した場合，保守的な評価となる。

縦弾性係数（E）は，付録材料図表 Part6 表１より求めるが，温度の増加に伴い減少する。

縦弾性係数（E）は，3.(2)項のとおり設計疲労線図から読み取るための補正繰返しピーク応

力強さܵℓ
ᇱを求めるために用いる。運転温度にて評価した場合，縦弾性係数（E）の減少に伴

い補正繰返しピーク応力強さܵℓ
ᇱが増加する。繰返しピーク応力強さが増加すると，許容繰

返し回数が減少するため，保守的な評価となる。

以 上



添付資料 19－２ 

シュラウドサポートの疲労割れに対する評価の具体的内容 

 

１．評価仕様 

（１）解析モデル及び応力評価点 

形状・寸法・材料及び応力評価点は，浜岡原子力発電所第 3 号機工事計画届出書（本

浜岡発第 856 号 平成 17 年１月 20 日届出）参考資料「Ⅳ-2-1-3 シュラウドサポート

の応力計算書」と同様であり，シュラウドサポートの形状・寸法・材料・評価点を図 19

－３に示す。 

応力は，下部鏡板，支持スカート，シュラウドサポート及び炉心シュラウド下部胴を

模擬した解析モデルを用いて評価を行った。解析モデルの詳細を図 19－４に示す。 

 

図 19－３ シュラウドサポートの形状・材料・寸法・応力評価点 
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図 19－４ シュラウドサポートの解析モデル  
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（２）物性値の条件 

評価に用いる物性値は に対する値を用いる。 

 

（３）入力条件 

① 地震時等価繰り返し回数 ௖ܰ ： 60 回 

② 地震荷重 ：基準地震動 Ss（800gal）地震荷重 

 評価に用いる基準地震動 Ss（800gal）地震荷重の値を表 19－６及び表 19－７に示

す。 

 

表 19－６ 荷重条件（シュラウドサポート） 

荷重名称 
鉛直力 水平力 モーメント 

V1 

（kN） 
V2 

（kN） 
V3* 

（kN） 
H

（kN） 
M 

（kN・m） 

基準地震動 Ss 
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表 19－７ 荷重条件（下部鏡板及び原子炉圧力容器支持スカート） 

荷重名称 
鉛直力 水平力 モーメント 

V1 

（kN） 
V2 

（kN） 
H

（kN） 
M 

（kN・m） 

基準地震動 Ss

 

 

（４）応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は下記のとおりとする。 

 

  σt：周方向応力 

  σℓ：軸方向応力 

  σr：半径方向応力 

  τ：せん断応力 

 

 

 

 

 

 

（５）応力集中係数 

応力集中係数を表 19－８に示す。 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



添付資料 19－２ 

 

表 19－８ 応力集中係数 

応力評価点 

応力集中係数 

備考 Kn 

引張り 

Kb 

曲げ 

P01 

P02 

P03～P10 

P11～P12 

P13～P16 

P17 

P18 

※１ March 1979 Revision of WRC Bulletin 107/August 1965 「Local Stress in 

Spherical and Cylindrical Shells due to External Loadings」 

※２ 西田正孝，“応力集中”，北森出版，昭和 42 年 
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２．応力計算 

 応力の計算には，計算機コード「STANSAS」を用いた。応力計算のモデル及び仮定した

境界条件（拘束条件）は図 19－４のとおりである。 

 計算された各荷重による応力を，応力の分類ごとに重ね合わせ組合せ応力を求める。組合

せ応力が一般にσt ，σℓ ，σr ，τtℓ ，τℓr ，τrt の６成分をもつ場合には，主応力（σ

1，σ2，σ3）は次式を満足するσの３根として計算する。 

 

ଷߪ െ ሺߪ௧ ൅ ℓߪ ൅ ௥ሻߪ ∙ ߪ
ଶ ൅ ሺߪ௧ ∙ ℓߪ ൅ ℓߪ ∙ ௥ߪ ൅ ௥ߪ ∙ ௧ߪ െ ߬௧ℓ

ଶ െ ߬ℓ௥
ଶ െ ߬௥௧

ଶሻ ∙  ߪ

െߪ௧ ∙ ℓߪ ∙ ௥ߪ ൅ ௧ߪ ∙ ߬ℓ௥
ଶ ൅ ℓߪ ∙ ߬௥௧

ଶ ൅ ௥ߪ ∙ ߬௧ℓ
ଶ
െ 2 ∙ ߬௧ℓ ∙ ߬ℓ௥ ∙ ߬௥௧ ൌ 0 

 

応力差ߪଵଶ，ߪଶଷ，ߪଷଵを次式により求め，その絶対値で最大のものを応力強さとする。 

ଵଶߪ ൌ ଵߪ െ  ଶߪ

ଶଷߪ ൌ ଶߪ െ  ଷߪ

ଷଵߪ ൌ ଷߪ െ  ଵߪ

 

以上より求められた各応力評価点での Ss 地震荷重（800gal）による一次＋二次応力強さ

（Sn）および一次＋二次＋ピーク応力強さ（Sp）の結果を表 19－９に示す。 

 

表 19－９ Ss 地震荷重による応力強さの評価結果（代表点） 

応力評価点 
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa) 
3Sm 

(MPa) 

P02  

P09

P16 

 

 

３．疲労評価方法 

（１）繰返しピーク応力強さ（ܵℓ） 

 疲労解析に用いる繰返しピーク応力強さを，一次＋二次＋ピーク応力強さ（ܵ௣）から，

次式により求める。 

ܵℓ ൌ
ܵ௣
2

 

ただし，一次＋二次応力の応力最大範囲（ܵ௡）が3ܵ௠を超える応力評価点について

は，設計・建設規格 CSS-3320 に従い，繰返しピーク応力強さの割増しを行う。 

 

（２）縦弾性係数の補正 

 （１）項で求めたܵℓに対し，設計疲労線図に使用されている縦弾性係数（ܧ଴）と改世

紀に用いる縦弾性係数（ܧ）との比を考慮し，設計・建設規格 添付 4-2 3.2(1)のとお

り，次式の補正を行う。 
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ܵℓ
ᇱ ൌ ܵℓ ൈ

଴ܧ
ܧ

 

 

଴ܧ ൌ 1.95 ൈ 10ହ MPa（設計・建設規格 添付 4-2 に示された縦弾性係数） 

	ܧ ൌ MPa に対する縦弾性係数） 

 

（３）疲労累積係数の算出 

 疲労累積係数の算出にあたって，ܵℓ
ᇱに対応する許容繰返し回数（ ௔ܰ）を用いて，Ss

地震による繰返し回数 ௖ܰ（60 回）として，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320

に従い，Ss 地震による疲労累積係数（ ௌܷ௦）を下式により算出し，許容値である 1.0 以

下であることを確認する。 

ௌܷ௦ ൌ
60

௔ܰ
 

なお，繰返しピーク応力強さが 194MPa 以下のものについては，設計疲労線図とし

て，設計・建設規格 表 添付 4-2-2 設計疲労線図（図 添付 4-4-4-(1)の曲線 C）を用い

る。 

 

４．評価結果 

 シュラウドサポートの疲労評価結果を表 19－10，環境疲労を考慮した疲労累積係数に

基準地震動 Ss（800gal）による疲労累積係数を加算した結果を表 19－11 に示す。 

全ての応力評価点における疲労累積係数は許容値 1.0 以下であり，耐震安全性に問題が

ないことを確認した。 

 

表 19－10 シュラウドサポートの疲労評価結果（地震動 Ss，代表点） 

応力 

評価点 
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa)
3Sm*1 
(MPa) 

K*2 Ke*3
Sℓ 

(MPa)
Sℓ'*4 

(MPa)
Na Nc 

USs 
(Nc/Na)

P02 60
P09 60
P16 60 0.3637

 

注  ：疲労累積係数は，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320 に従い算出する。 

注記*1： に対する値 

*2：K = Sp/Sn 

*3：一次＋二次応力強さ（Sn）が，3Sm を超える場合は，繰り返しピーク応力

強さの割増を行う（設計・建設規格 CSS-3320）。 

*4： Sℓ' =  Sℓ ×
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表 19－11 炉心シュラウドの疲労評価結果（環境疲労＋地震動 Ss） 

分類 疲労累積係数 

評価点 Uen USs Uen+USs 許容値 

P01 １ 

P01’ １ 

P02 １ 

P02’ １ 

P03 １ 

P03’ １ 

P04 １ 

P04’ １ 

P05 １ 

P05’ １ 

P06 １ 

P06’ １ 

P07 １ 

P07’ １ 

P08 １ 

P08’ １ 

P09 １ 

P09’ １ 

P10 １ 

P10’ １ 

P11 １ 

P11’ １ 

P12 １ 

P12’ １ 

P13 １ 

P13’ １ 

P14 0.2646  0.0001  0.2647  １ 

P14’ 0.2646  0.0001  0.2647  １ 

P15 １ 

P15’ １ 

P16 0.0341  0.3637  0.3978  １ 

P16’ 0.0341  0.3637  0.3978  １ 

P17 １ 

P17’ １ 

P18 １ 

P18’ １ 
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５．評価温度に対する検討 

 本評価においては，冷温停止の温度ではなく運転温度を用いている。評価において温度

に依存するパラメータとして，設計応力強さ（Sm）と縦弾性係数（E）があるため，その

影響について検討する。 

 設計応力強さ（Sm）は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表１に示された値であ

り，評価対象の材料（NCF600）では，常温から運転温度の範囲で同値であるため，評価

に影響はない。 

 縦弾性係数（E）は，付録材料図表 Part6 表１より求めるが，温度の増加に伴い減少する。

縦弾性係数（E）は，3.(2)項のとおり設計疲労線図から読み取るための補正繰返しピーク応

力強さܵℓ
ᇱを求めるために用いる。運転温度にて評価した場合，縦弾性係数（E）の減少に伴

い補正繰返しピーク応力強さܵℓ
ᇱが増加する。繰返しピーク応力強さが増加すると，許容繰

返し回数が減少するため，保守的な評価となる。 

 

以 上 

 



中部電力株式会社

事象：耐震

浜岡３号炉－耐震－20 

タイトル 上部格子板の靭性低下に対する評価の具体的内容（評価仕様，解析モデル，入力

（荷重）条件，評価結果を含む）について 

説明 上部格子板のうち高速中性子照射量（以下「照射量」という。）が大きいグリ

ッドプレートに対して，照射誘起型応力腐食割れ（以下「IASCC」という。）が

発生するものと仮定し， IASCC によるき裂進展と中性子照射量の増加による

靭性低下を考慮して，地震力を受けた場合のき裂安定性評価を行った。

１．評価条件

（１）初期想定欠陥

上部格子板のグリッドプレート（下格子）の切欠き部に設定する初期き裂の

想定位置については図 20－１のとおりである。初期き裂は深さ（板厚方向）

0.05mm，長さ（鉛直方向）0.5mm の 1/4 楕円き裂とする。なお，初期き裂

の想定寸法については，「BWR 炉内構造物点検評価ガイドライン［炉心シュ

ラウド］」を参考に設定している。

図 20－１ 上部格子板の初期き裂想定位置及び評価モデル 

（２）作用応力条件及び差圧条件

 評価における作用応力はき裂進展評価においては死荷重による応力を用

い，破壊評価においては死荷重及び地震荷重による応力を用いる。なお，設計

差圧はき裂を進展させる方向に作用しないため，考慮しない。死荷重及び地震

荷重による応力を表 20－１に示す。
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事象：耐震

表 20－１ 作用応力条件

（単位：MPa）

荷重区分 

水平力による 

膜応力 

（σm） 

鉛直方向荷重に 

よる曲げ応力

（σb1） 

水平方向荷重に 

よる曲げ応力※3

（σb2） 

死荷重※1 

地震荷重※2 

Ss(800gal) 

※1 

※2 

※3  

（３）破壊靭性値 KIC 

 死荷重，地震荷重によるき裂の応力拡大係数（K値）が破壊靭性値を超え

るか否かによる線形弾性破壊基準の判定を行う。評価に使用する破壊靭性

値は，発電用原子力設備規格 維持規格 添付 E-14 に従い，照射量φが 

3.0×1024 n/m2 ＜ φ ≦ 8.0×1024 n/m2 （Ｅ＞1 MeV）の場合，

ூ஼ܭ ൌ ݉√ܽܲܯ		165

8.0×1024 n/m2 ＜ φ （Ｅ＞1 MeV）の場合， 

ூ஼ܭ ൌ ݉√ܽܲܯ		43.2

とする。 

（４）中性子束 

照射量を得るための高速中性子束条件について，保守的に固定値を適用

した。中性子束は，図 20－１に示すグリッドプレート下格子切欠き部の値

を用い n/cm2/s を適用した。 

２．評価 

（１）き裂進展評価 

発電用原子力設備規格 維持規格 解説 IJG-B-3「IASCC 発生のしきい照射

量」からグリッドプレート材質が SUS316L であることから照射量が 1.0×

1025n/m2を超えた時点でき裂が進展するものとした。 

なお，照射量が IASCC 発生のしきい値を超えてき裂が進展し始めると想定

した年数は，１．（４）に示す中性子束より となる。 

① き裂進展速度

き裂進展速度は維持規格におけるオーステナイト系ステンレス鋼の

BWR 炉内水質環境中の SCC き裂進展速度（中性子照射量が 5.0×1024n/m2

（E>1MeV）を超える場合）を用いた。き裂進展速度の算出に用いるパラメ

ータは表 20－２のとおりとした。 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

表 20－２ き裂進展速度の算出に用いるパラメータ 

パラメータ 設定値 単位 

初期鋭敏化度 EPR0 C/m2 

導電率 κ μS/m 

腐食電位 φ mVSHE 

 

② 評価期間 

き裂進展評価の評価期間は，運転開始後 40 年までの期間とする。ただ

し，平成 22 年 11 月 29 日の原子炉停止以降は安定停止を前提としている

ため，安定停止期間中の高速中性子束は 0n/cm2/s として評価する。 

このため，評価期間は中性子照射量がしきい値を超過した時点～原子

炉停止であり，この期間の年数は， から 18.43EFPY となる。 

 

③ 応力拡大係数（K値）評価 

1/4 楕円コーナき裂に作用する応力拡大係数（K 値）は

に基づき計算する。 

応力拡大係数（K値）については，水平力による膜応力（ߪ௠）による K

値，鉛直方向荷重による曲げ応力（ߪ௕ଵ）による K 値及び水平方向荷重に

よる曲げ応力（ߪ௕ଶ）による K値をそれぞれ求め，その重ね合わせを行う。

それぞれの応力における K値の算出式は以下のとおりとなる。 
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事象：耐震 

 

 

 

      

図 20－２ 応力拡大係数評価式における座標軸の定義 

 

 

④ き裂進展評価 

初期き裂から時間ステップごとに深さ方向及び長さ方向のき裂進展量

増分を求め，評価期間に達するまでき裂進展計算を繰り返すことにより，

評価期間である 18.43EFPY 時点のき裂寸法を求めた。18.43EFPY 時点まで

のき裂進展評価の結果を表 20－３に示す。 

 

表 20－３ 18.43EFPY 時点のき裂進展評価結果 

項目 値 単位 

き裂深さ mm 

き裂長さ mm 

（２）破壊評価 

 前項で求めた運転開始後 40 年時点（18.43EFPY）のき裂に対して破壊評価

を実施した。破壊評価においては死荷重及び地震荷重（表 20－１）を考慮し

た。 

18.43EFPY 時点の中性子照射量φは n/m2であり，１．（４）で示

したとおり破壊靭性値は43.2		ܽܲܯ√݉となる。 

18.43EFPY 時点の水平力，水平方向荷重及び鉛直方向荷重による曲げモー

メントそれぞれによる応力拡大係数の算出結果を表 20－４に示す。 

それぞれの応力拡大係数の合計は，破壊靭性値を下回ることから，不安定

破壊は生じず，上部格子板の IASCC 及び中性子照射量の増加による靭性低

下は耐震安全性に問題のないことを確認した。 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

表 20－４破壊評価結果 

評価位置 

応力拡大係数( MPa√m) 許容値 

水平力 
鉛直方向※1

荷重による

曲げ 

水平方向 
荷重による

曲げ 
合計 

破壊靭性値 

(	MPa√m) 

最深点Ａ 1.11※2 43.2 

表面点Ｃ 0.49※2 43.2 

※1 死荷重によるものを含む。 
※2 合計が合わないのは丸め誤差によるもの。 

 

参考文献 

Murakami, Y., Stress Intensity Factors Handbook, Vol.2. p.728, 9.30 

Weighting Function for a Quarter-Elliptical Crack in a Plate under Basic 

Mode of Stress Distribution, Pergamon Press, (1986). 

 

以上
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事象：耐震 

 

 

 

浜岡３号炉－耐震－22 Rev.2 

 

タイトル 

表 3.14-4 の低圧炉心スプレイポンプ及び表 3.14-5 の原子炉機器冷却水熱交

換器の機器付基礎ボルトの腐食に対する評価の具体的内容（評価仕様，解析モデ

ル，入力（荷重）条件，評価結果を含む）について 

 

説明 

 

①低圧炉心スプレイポンプ  

 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 低圧炉心スプレイポンプは，たて型ポンプであり，基礎ボルトで十分剛な基

礎に固定されている。添付資料 22－１に構造図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

       

 

 

図 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の解析モデル 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｓ － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 ｍ 

固有周期 － ｓ 

水平方向設計震度 𝐶𝐻 － 

鉛直方向設計震度 𝐶𝑉 － 

ポンプ振動による震度 𝐶𝑝 － 

 

 

h 

D/2 D/2 

モデル化 
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中部電力株式会社 

事象：耐震 

 

 

 

（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 𝑑 48 mm 

ボルト半径あたり腐食量 𝑐 0.3 mm 

据付面に作用する重量 𝑊0 kg 

ボルトの本数 n － 

引張力の作用するボルトの

評価本数 
𝑛𝑓 － 

据付面から重心までの距離 ℎ mm 

ボルトのピッチ円直径 𝐷 mm 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

円形配置の基礎ボルトであるため，引張力は転倒支点から正比例した

力が作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボル

トについて計算する。 

 

図 22－２ 基礎ボルト評価の円形計算モデル 

 

引張力 

𝐹𝑏 =
𝑊0(𝐶𝐻+𝐶𝑝)ℎ−𝑊0(1−𝐶𝑉−𝐶𝑝)

𝐷

2
3

8
𝑛𝑓𝐷

 

引張応力 

𝜎𝑏 =
𝐹𝑏

𝐴𝑏
 

 

ここで，基礎ボルトの断面積 𝐴𝑏 は， 

𝐴𝑏 =
𝜋

4
(𝑑 − 2𝑐)2  

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



中部電力株式会社 

事象：耐震 

 

 

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

𝑄𝑏 = 𝑊0(𝐶𝐻 + 𝐶𝑝) 

せん断応力 

𝜏𝑏 =
𝑄𝑏

𝑛𝐴𝑏
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 𝜎𝑏 41 MPa 

せん断 𝜏𝑏 12 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNCM439 － 

ボルト径 𝑑 48 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 𝑆𝑦 MPa 

ボルト材の設計引張強さ 𝑆𝑢 MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

𝑆𝑦 = 855.29  

𝑆𝑢 = 936.91  

 

F = Min(𝑆𝑦, 0.7𝑆𝑢) 

    = Min(855.29 , 0.7 × 936.91) 

    = Min(855.29 , 655.84)               = 655.84 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



中部電力株式会社 

事象：耐震 

 

 

 

・引張許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑜 = 1.5 ×
𝐹

2
= 1.5 ×

655.84

2
= 491.88  

・せん断許容応力の算出 

𝑓𝑠 = 1.5 ×
𝐹

1.5√3
= 1.5 ×

655.84

1.5√3
= 378.65  

・せん断応力（𝜏𝑏 = 12 MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑠 = Min(𝑓𝑡𝑜 , 1.4𝑓𝑡𝑜 − 1.6𝜏) 

      = Min(491.88 , 1.4 × 491.88 − 1.6 × 12) 

      = Min(491.88 , 669.43)  = 491.88 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 𝜎𝑏 = 41 𝑓𝑡𝑠 = 491 MPa 

せん断 𝜏𝑏 = 12 𝑓𝑠 = 378 MPa 
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事象：耐震 

 

 

 

②原子炉機器冷却水熱交換器 

 原子炉機器冷却水熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 原子炉機器冷却水熱交換器は，横置円筒型容器であり，２個の脚のうち１個

は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。添付資料 22－２に構造

図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

 

 

図 22－３ 原子炉機器冷却水熱交換器基礎ボルトの解析モデル 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － － 

水平方向設計震度 𝐶𝐻 － 

鉛直方向設計震度 𝐶𝑉 － 

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。 

*2：設置基礎台の高さを考慮して震度補正している。 
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 𝑑 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 𝑐 0.3 mm 

熱交換器の運転重量 𝑊0 kg 

脚の重量 𝑊𝑠 kg 

静荷重（i=1） 𝑊1 kg 

静荷重（i=2） 𝑊2 kg 

静荷重（i=3） 𝑊3 kg 

静荷重（i=4） 𝑊4 kg 

静荷重（i=5） 𝑊5 kg 

静荷重（i=6） 𝑊6 kg 

静荷重（i=7） 𝑊7 kg 

脚中心間距離 ℓ0 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=1） ℓ1 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=2） ℓ2 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=3） ℓ3 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=4） ℓ4 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=5） ℓ5 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ6 mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=7） ℓ7 mm 

基礎から脚の胴つけ根部までの高さ ℎ1 mm 

基礎から胴の中心までの高さ ℎ2 mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 𝑛1 － 

脚底板の長手方向に対する長さ 𝑎 mm 

脚底板の横方向に対する長さ b mm 

脚底板端面から基礎ボルト中心までの

距離 
𝑑1 mm 

基礎ボルトと基礎の弾性係数比 s － 
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２．評価方法 

（１）応力計算 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合 

ａ．引張応力 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合，脚底面に働くモーメント

は𝑀ℓ1であり，ここで， 

𝑀ℓ1 =
1

2
𝐶𝐻𝑊0ℎ1  

鉛直力𝑃𝑠は， 

𝑃𝑠 = (1 − 𝐶𝑉)(𝑅 + 𝑊𝑠) − 𝑃ℓ  

ここで， 

𝑃ℓ = 𝐶𝐻(𝑊𝑜 − 𝑊𝑠)
ℎ2−

1

2
ℎ1

ℓ0
  

また，R は𝑅1と𝑅2のいずれか大きい値であり， 

𝑅2 = ∑ 𝑊𝑖
ℓ𝑖

ℓ0

𝑗1
𝑖=1   

𝑅1 = ∑ 𝑊𝑖 − 𝑅2
𝑗1
𝑖=1   

となる。 

 

モーメントと圧縮荷重の比を 

𝑒 =
𝑀ℓ1

𝑃𝑠
  

とすると，e が負の場合及び 

𝑒 >
𝑎

6
+

𝑑1

3
  

の時，基礎ボルトに引張応力が生じ，この引張応力は次のようにして求

められる。 

 

図 22－４ 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係 
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中立軸の位置𝑋𝑛を 

𝑋𝑛
3 + 3 (𝑒 −

𝑎

2
) 𝑋𝑛

2
−

6𝑠𝐴𝑏𝑛1

𝑏
(𝑒 +

𝑎

2
− 𝑑1) (𝑎 − 𝑑1 − 𝑋𝑛) = 0  

により求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

𝐹𝑏 =
𝑃𝑠(𝑒−

𝑎

2
+

𝑋𝑛
3

)

𝑎−𝑑1+
𝑋𝑛

3

  

となる。したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

𝜎𝑏1 =
𝐹𝑏

𝐴𝑏𝑛1
  

ここで，基礎ボルトの断面積 𝐴𝑏 は， 

𝐴𝑏 =
𝜋

4
(𝑑 − 2𝑐)2  

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

𝜏𝑏1 =
𝐶𝐻𝑊0

𝑛𝐴𝑏
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 𝜎𝑏1 94 MPa 

せん断 𝜏𝑏1 56 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 𝑆𝑦 MPa 

ボルト材の設計引張強さ 𝑆𝑢 MPa 
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

𝑆𝑦 = 206.09  

𝑆𝑢 = 385.89  

 

 

F = Min(𝑆𝑦, 0.7𝑆𝑢) 

    = Min(206.09 , 0.7 × 385.89) 

    = Min(206.09 , 270.12)               = 206.09 

 

・引張許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑜 = 1.5 ×
𝐹

2
= 1.5 ×

206.09

2
= 154.57  

・せん断許容応力の算出 

𝑓𝑠 = 1.5 ×
𝐹

1.5√3
= 1.5 ×

206.09

1.5√3
= 118.99  

・せん断応力（𝜏𝑏 = 56 MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

𝑓𝑡𝑠 = Min(𝑓𝑡𝑜 , 1.4𝑓𝑡𝑜 − 1.6𝜏) 

      = Min(154.57 , 1.4 × 154.57 − 1.6 × 56) 

      = Min(154.57 , 126.80)  = 126.80 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 𝜎𝑏 = 94 𝑓𝑡𝑠 = 126 MPa 

せん断 𝜏𝑏 = 56 𝑓𝑠 = 118 MPa 

 

 

添付資料 22－１ 低圧炉心スプレイポンプ構造図 

添付資料 22－２ 原子炉機器冷却水熱交換器構造図 

添付資料 22－３ たて型ポンプ基礎ボルトの評価モデルについて 

 

以 上 
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添付資料 22－１ 

低圧炉心スプレイポンプ構造図 
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添付資料 22－２ 

原子炉機器冷却水熱交換器構造図 
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添付資料 22－３ 

たて型ポンプ基礎ボルトの評価モデルについて 

 

たて型ポンプ基礎ボルトの耐震安全性の評価においては，既工認手法より保守的なモデ

ルであることを確認の上，簡易モデルである単質点解析モデルにて評価を行った。以下

に，今回用いた単質点解析モデルによる評価と既工認手法との差を示す。 

なお，単質点解析モデルを用いた評価対象は低圧炉心スプレイポンプ，余熱除去ポンプ

及び高圧炉心スプレイポンプの３機種である。 

 

項目 既工認手法 単質点解析モデル 

解析モデル 多質点モデル 

（低圧炉心スプレイポンプ） 

 

単質点モデル 

 

 

応力計算 

 

解析コード「NASTRAN」に

よる多質点モデルの地震応答

計算結果から求めたせん断

力，転倒モーメントにて算出 

単質点モデルの規格計算から

求めたせん断力，転倒モーメ

ントにて算出 

※

計
算
結
果 

低圧 

炉心 

ｽﾌﾟﾚｲ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M 

Qb 

Fb 

σb 

τb 

余熱 

除去 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M 

Qb 

Fb 

σb 

τb 

高圧 

炉心 

ｽﾌﾟﾚｲ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M 

Qb 

Fb 

σb 

τb 

※ 既工認の地震動 S1 を入力条件とし，計算結果を比較 

h 

D/2 D/2 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

浜岡３号炉－耐震－23 Rev.1 

 

タイトル 

表 3.14-5 の余熱除去熱交換器、表 3.14-6 の復水タンク及び表 3.14-8(2/2)の中

央制御室給気ユニットの機器付基礎ボルトの腐食に対する評価の具体的内容

（評価仕様、解析モデル、入力（荷重）条件、評価結果を含む）について 

 

説明 

① 余熱除去熱交換器 

 余熱除去熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 余熱除去熱交換器は，中間支持たて置円筒型容器であり，胴は４個の脚で支

持されており，それぞれ基礎ボルトを介して基礎に固定されています。添付資

料 23－１に構造図を示します。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価では，余熱除去熱交換器の解析モデルを作成し，動的解析により固有

周期，荷重及びモーメントを算出しています。本評価で用いた解析モデルを以

下に示します。 

図 23－１ 余熱除去熱交換器動解析の解析モデル 
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（３） 耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL 9.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － s 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ௏ － 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

（４） 評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 30 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܽ 0.3 mm 

熱交換器の運転状態での質量 ݉଴  kg 

各質点の運転状態での質量（i=1） ݉ଵ kg 

各質点の運転状態での質量（i=2） ݉ଶ kg 

各質点の運転状態での質量（i=3） ݉ଷ kg 

各質点の運転状態での質量（i=4） ݉ସ kg 

各質点の運転状態での質量（i=5） ݉ହ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=6） ݉଺ kg 

各質点の運転状態での質量（i=7） ݉଻ kg 

各質点の運転状態での質量（i=8） ଼݉  kg 

各質点の運転状態での質量（i=9） ݉ଽ kg 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=1） 
ℓଵ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=2） 
ℓଶ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=3） 
ℓଷ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=4） 
ℓସ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=5） 
ℓହ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=6） 
ℓ଺ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=7） 
ℓ଻ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=8） 
ℓ଼ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの

距離（i=9） 
ℓଽ mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

脚の端部から基礎ボルトまでの距離 ܾ mm 

基礎ボルトから基礎開口端までの距離 ܿ mm 

基礎ボルトの間隔 ݀ଵ mm 

基礎ボルトの間隔 ݀ଶ mm 

脚の胴周方向幅の２分の１ e mm 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 
 

 

２．評価方法 

（１） 応力計算 

a． 引張応力 

基礎接合部には図 23－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部に

生じる脚の回転モーメントܯௌଵ，ܯௌଶ及びܯௌଷが得られる。 

JEAG では鉛直方向地震力による荷重と運転時質量による荷重とを分

けた計算式が示されているが，本評価では鉛直方向地震動と重力分を合成

した加速度（（１－Ｃｖ）・ｍｉ・ｇ及び（１+Ｃｖ）・ｍｉ・ｇ）を解析モデ

ルに入力，鉛直方向の応答解析結果として求めている。また，ܯௌଵ，ܯௌଶ及

びܯௌଷは，水平方向地震力と鉛直方向地震力の応答解析結果を包含した結

果であり，以下に引張応力が最大となるケースの結果を示す。 

 

記号 記号の説明 解析値 単位 

 ௌଵܯ
左脚の傾きを発生させる脚に

作用する上向きのモーメント 
N・mm

 ௌଶܯ
右脚の傾きを発生させる脚に

作用する下向きのモーメント 
N・mm

 ௌଷܯ
中央脚の傾きを発生させる脚

に作用するねじりモーメント 
N・mm

 

（a） 左脚の基礎接合部における引張応力 

左脚の傾きは図 23－２のように上向きのモーメントܯௌଵを作用させた

場合に発生する。モーメントの釣合より 

ܾ ∙ ଵଵܨ െ ௌଵܯ ൌ 0 

また，ܨଵଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଵߪ 	ൌ 	
ଵଵܨ
݊ ∙ ௕ܣ

	ൌ
ௌଵܯ

݊ ∙ ௕ܣ ∙ ܾ
 

となる。ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は 

௕ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܽሻଶ 

 

図 23－２ 左脚に作用するモーメントと力 
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（b） 右脚の基礎接合部における引張応力 

右脚の傾きは図 23－３のように下向きのモーメントܯௌଶを作用させた場

合に発生する。モーメントの釣合より 

ܿ ∙ ଶଵܨ െ ௌଶܯ ൌ 0 

また，ܨଶଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଶߪ 	ൌ 	
ଶଵܨ
݊ ∙ ௕ܣ

	ൌ
ௌଶܯ

݊ ∙ ௕ܣ ∙ ܿ
 

 
図 23－３ 右脚に作用するモーメントと力 

 

（c） 中央の基礎接合部における引張応力 

中央脚の傾きは図 23－４のように傾いたときのねじりモーメントܯௌଷを

作用させた場合に発生する。モーメントの釣合より 

െ
݀ଶ
2
ଷଵܨ െ

݀ଵ
2
ଷଶܨ ൅

݀ଵ
2
ଷଷܨ ൅

݀ଶ
2
ଷସܨ െ ݁ ∙ ሺܨଷଵ൅ܨଷଶ൅ܨଷଷ ൅ ଷସሻܨ ൅ ௌଷܯ ൌ 0 

傾きと基礎ボルトの伸びの関係より 

	
ଷଵܨ

݁ ൅
݀ଶ
2

	ൌ
ଷଶܨ

݁ ൅
݀ଵ
2

	ൌ
ଷଷܨ

݁ െ
݀ଵ
2

	ൌ
ଷସܨ

݁ െ
݀ଶ
2

	 

 

また，ܨଷଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

௕௜ଷߪ 	ൌ 	
ଷଵܨ
௕ܣ

	ൌ
ௌଷܯ

௕ܣ
∙

݁ ൅
݀ଶ
2

ቂ
1
2
∙ ൫݀ଵ

ଶ ൅ ݀ଶ
ଶ൯ ൅ 4 ∙ ݁ଶቃ

 

 

図 23－４ 中央脚に作用するモーメントと力 
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（d） 組合せ応力 

引張応力の組合せについては，荷重の方向により下記のとおりである。 

（脚にܯௌଵが作用するとき） 

௕௜ߪ 	ൌ ௕௜ଵߪ ൅  		௕௜ଷߪ

（脚にܯௌଶが作用するとき） 

௕௜ߪ 	ൌ ௕௜ଶߪ ൅  		௕௜ଷߪ

 

b． せん断応力 

基礎接合部には図 23－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部に

生じるせん断力ܳ௕௜が得られる。以下にせん断応力が最大となるケースの結

果を示す。 

 

応力種別 記号 解析値 単位 

第１脚に生じるせん断力 ܳ௕ଵ N 

第２脚に生じるせん断力 ܳ௕ଶ N 

第３脚に生じるせん断力 ܳ௕ଷ N 

第４脚に生じるせん断力 ܳ௕ସ N 

 

このせん断力により生じるせん断応力は下記式で求められる。 

߬௕௜ 	ൌ 	
ܳ௕௜
݊ ∙ ௕ܣ

	 

 

c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力※ 単位 

引張 ߪ௕ 168 MPa 

せん断 ߬௕ 22 MPa 

※ 第１脚から第４脚の算出応力のうち最大となる応力
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（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 30 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 225.34  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ225.34	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ225.34	, 270.12ሻ 														ൌ 225.34 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଶ
ൌ 169.01  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 130.10  

・せん断応力（߬௕ ൌ 22	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 1.4 ൈ 169.01 െ 1.6 ൈ 22ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 201.41ሻ 	ൌ 169.01 
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３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 168 ௧݂௦ ൌ 169 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 22 ௦݂ ൌ 130 MPa 

② 復水タンク 

 復水タンク（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 復水タンクは，平置円筒型容器であり，基礎ボルトにてコンクリート構造の

基礎スラブに固定する構造となっています。添付資料 23－２に構造図を示し

ます。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価では，Ｂクラス地震力による静的解析および基準地震動 S1 に基づく

地震荷重を１／２倍した値を用いた動的解析を行います。動的解析は復水タ

ンクについて基礎の下及び周辺地盤も質点系として含めた構造物－地盤連成

応答解析モデルを作成し，基準地震動 S1 に基づく地震荷重を１／２倍した値

を用い動的解析により固有周期，荷重及びモーメントを算出しています。図 23

－５に復水タンクの構造物－地盤連成応答解析モデルを示します。 
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図 23－５ 復水タンクの構造物－地盤連成応答解析モデル

（３） 耐震条件・諸元

項目 記号 入力値 単位

耐震重要度 － B －

設置建屋 － 屋外 －

設置高さ － FL -4.4 m 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径当り腐食量 ܿ 0.3 mm 

基礎ボルトの本数 n －

タンク内径 Di mm

タンク重量 ்ܹ kg 

タンク内水重量 ௤ܹ kg 
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（４） 解析結果 

復水タンクの静的解析及び動的解析の結果を以下に示します。 

本結果より，動的解析の値＞静的解析の値であるため，以後の計算におい

ては動的解析の値を用います。 

 

評価部位 

せん断力 
（kg） 

モーメント 
(kg・mm) 

静的解析 動的解析 静的解析 動的解析 

タンク底部

 

２．評価方法 

（１） 応力計算 

a． 引張応力 

地震によるモーメント（転倒モーメント）は 1.(4)より 

kg・mm 

一方，復元モーメント（タンク総重量×重力加速度×タンク直径／２）

は 

kg・mm  

 

従って，転倒モーメント＜復元モーメントであり，基礎ボルトには引張

応力は生じない。 

 

b． せん断応力 

タンク底部に働くせん断力は 1.(4)より，ܳ௕ ൌ ݇݃が得られ

る。このせん断力により生じるせん断応力は下記式で求められる。 

߬௕ 	ൌ 	
ܳ௕

݊ ∙ ௕ܣ
	 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は 

௕ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ 

 

c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ௕ 発生しない － 

せん断 ߬௕ 63 MPa 
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（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNB16 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 720.71  

ܵ௨ ൌ ൌ 838.29  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ720.71	, 0.7 ൈ 838.29ሻ 

				ൌ Minሺ720.71	, 586.80ሻ 														ൌ 586.80 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼଺.଼଴

ଶ
ൌ 440.10  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼଺.଼଴

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 338.79  

・せん断応力（߬௕ ൌ 63	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 1.4 ൈ 440.10 െ 1.6 ൈ 63ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 515.34ሻ 	ൌ 440.10 
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３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 発生しない ௧݂௦ ൌ 440 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 63 ௦݂ ൌ 338 MPa 

③ 中央制御室給気ユニット 

 中央制御室給気ユニット（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１） 機器構造 

 中央制御室給気ユニットは，ケーシング構造となっており，基礎ボルトで十

分剛な基礎に固定しています。添付資料 23－３に構造図を示します。 

 

（２） 解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示します。 

 

図 23－６ 中央制御室給気ユニットの解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒方向 

ℓ1i ℓ2i 

h 

転倒支点 

(ℓ1i ≦ ℓ2i) 
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（３） 耐震条件

項目 記号 入力値 単位

耐震重要度 － S －

設置建屋 － 補助建屋 －

設置高さ － FL 16.5 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － －

水平方向設計震度 － ுܥ

鉛直方向設計震度 － ௏ܥ

送風機振動による震度 － ிܥ

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。

（４） 評価条件

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。

項目 記号 入力値 単位

ボルト径 ݀ 16 mm 

ボルト半径当り腐食量 ܿ 0.3 mm 

運転時重量 ݉଴ kg 

重心までの距離 ݄ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଵଵ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଶଵ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଵଶ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଶଶ mm 

基礎ボルトの本数 n －

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊௙ଵ －

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊௙ଶ －

２．評価方法

（１） 応力計算

a． 引張応力 

角型配置の基礎ボルトであるため，引張力は最も厳しい条件として，基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものと

して計算する。

引張力

௕௜ܨ ൌ
௠బሺ஼ಹା஼ಷሻ௛ି௠బሺଵି஼ೇି஼ಷሻℓభ೔

௡೑೔ሺℓభ೔ାℓమ೔ሻ
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引張応力 

௕௜ߪ ൌ
ி್೔

஺್
  

 

b． せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ௕ ൌ ݉଴ሺܥு ൅  ிሻܥ

せん断応力 

߬௕ ൌ
ொ್

௡஺್
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ௕ は， 

௕ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

c． 計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力※ 単位 

引張 ߪ௕ 120 MPa 

せん断 ߬௕ 27 MPa 

※ 長辺方向及び短辺方向の算出応力のうち最大となる応力

 

（２） 許容応力 

a． 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 16 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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b． 許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 231.29  

ܵ௨ ൌ ൌ 394.57  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ231.29	, 0.7 ൈ 394.57ሻ 

				ൌ Minሺ231.29	, 276.20ሻ 														ൌ 231.29 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂௢ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଶ
ൌ 173.47  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 133.54  

・せん断応力（߬௕ ൌ 27	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂௢	, 1.4 ௧݂௢ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 1.4 ൈ 173.47 െ 1.6 ൈ 27ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 199.66ሻ 	ൌ 173.47 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 ߪ௕ ൌ 120 ௧݂௦ ൌ 173 MPa 

せん断 ߬௕ ൌ 27 ௦݂ ൌ 133 MPa 

 

 

添付資料 23－１ 余熱除去熱交換器構造図 

添付資料 23－２ 復水タンク構造図 

添付資料 23－３ 中央制御室給気ユニット構造図 

 

以 上
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添付資料 23－１ 

余熱除去熱交換器構造図 
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添付資料 23－２ 

復水タンク構造図 
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添付資料 23－３ 

中央制御室給気ユニット構造図 
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中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

浜岡３号炉－耐震－25 

 

タイトル 

 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する冷温停止状態評価と運転状態評

価の差異（耐圧試験時と炉心臨界時の差異含む），最低温度要求（15℃，-2℃）

の内容，温度・圧力制限曲線と飽和圧力温度曲線に対する線形破壊力学に基づく

評価（破壊靭性値，応力拡大係数値等）を提示すること。 

 

 

説明 

 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価では，地震を

考慮した場合の欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線を求

め健全性を評価した。 

 

図 25－１に原子炉圧力容器の最低温度制限の要求及び線形破壊力学に基づく

圧力－温度制限曲線（耐圧試験時）を示す。 

冷温停止の維持状態における評価のため，評価時点（平成 26 年度末）におけ

る最新の原子炉停止までの中性子照射量とし，JEAC4601-2007 における供用状態

「耐圧・漏えい試験（未臨界）」で評価した。なお，冷温停止状態評価と運転状

態評価の差異を添付資料 25－１に示す。 

 

 
図 25－１ 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図（耐圧試験時） 

  

原子炉圧力容器の最低温度制限は－２℃及び 15℃の最低温度制限線からな

る。これは，ボルト締め付けによる荷重が作用する部位の最大の関連温度ܴ ேܶ஽்

（－35℃）を用い JEAC4206-2007 に従う方法により最低使用温度の要求値とし

て求められるものである。 

 

 



中部電力株式会社 
事象：耐震 

 

 

 
 
 

 

 

欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線は JEAC4206-2007

にて次式で与えられる静的破壊靭性（ܭூ஼）を，応力拡大係数が超えないよう求

めるものである。 

ூ஼ܭ  ൌ 36.48 ൅ ሾ0.036ሺܶ݌ݔ22.78݁ െ ܴ ேܶ஽்ሻሿ 

応力拡大係数は内圧の関数であることから，応力拡大係数が静的破壊靭性を超

えない温度を求めることで，内圧と温度との相関曲線が得られる。表 25－１に

線形破壊力学に基づく圧力－温度計算結果を示す。 

 

表 25－１ 線形破壊力学に基づく圧力－温度計算結果 

内圧 

(MPa) 

ܴ ேܶ஽் 
（℃） 

ケース 
 ூܭ

 （݉√ܽܲܯ）

温度 

（℃） 

7.83 

① 

② 

③ 

④ 

 

添付資料 25－１ 冷温停止状態評価と運転状態評価の差異 

 

以 上
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添付資料 25－１ 

 

冷温停止状態評価と運転状態評価の差異 

 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価については，当面の冷温

停止状態において発生・進展しない事象であるため，評価時点（平成 26 年度末）におけ

る最新の原子炉停止までの中性子照射量とし，JEAC4601-2007 における供用状態「耐圧・

漏えい試験（未臨界）」で評価した。 

下表に冷温停止状態評価と運転状態評価の差異を示す。 

 

項目 冷温停止状態評価 運転状態評価 

評価ケース 

（JEAC における供用状態） 

耐圧・漏えい試験 耐圧・漏えい試験 

供用状態 A及び B 

最低温度

要求 

耐圧・漏えい試験 RTNDT＋33℃（0.2P※１以下） 

RTNDT＋50℃（0.2P※１超え） 

RTNDT＋33℃（0.2P※１以下） 

RTNDT＋50℃（0.2P※１超え） 

供用状態 A及び B※2  RTNDT＋33℃（0.2P※１以下） 

RTNDT＋89℃※2（0.2P※１超え） 

中性子照射量 最新の原子炉停止まで 評価期間末期まで 

応力 内圧による応力 

地震力 

内圧による応力 

熱応力※３ 

地震力 

※１ P は供用前の水圧試験の圧力 

※２ 「未臨界」と「臨界」で温度要求が異なるが，要求が厳しくなる「臨界」で評価 

※３ 供用状態 A及び Bでの評価で考慮 




